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巻 頭 言

「バンドーテクニカルレポート」第13号刊行に当たって

執行役員 松 岡 宏

平素は当社の製品 サービスをご愛顧いただき誠にありがとうございます。

2007年のアメリカの住宅バブル崩壊にはじまったサブプライムローン問題を契機に、世界的な金融危機が起こり、

世界はもとより、日本でも坂を転が り落ちるような景気後退が起こってお ります。この状況の回復には、2ヽ 3年か

かると考えられます。一方、このことを起点として社会 市場 企業の変化が加速することが予測されます。

当社は、「環境 省エネ クリーン化Jを テーマに技術開発 製品開発を行つてきましたが、今一度足元を見直 し、

時代の変化を中期的視点で捉え、グリーンテクノロジー クリーンテクノロジー (G&C Tcch)の挑戦を連続的に

実施 していく所存です。

本編で、昨年「エレクトロニクス実装学会Jよ リベス トペーパー賞を受賞いたしました「室温乾燥で 50μ Ωcmの

体積抵抗値を示すナノ導電インクの開発Jを 掲載いたします。この製品は、脱有機溶剤 省エネを実現 し、日つ実装

工程を根本から変革するため、市場の注目度が非常に高いものです。また、「伝動ベル トの環境対応省エネ技術につ

いてJで は、当社の省エネ技術をご紹介させていただきます。

今後とも、お客様の役立つ製品を生み出す “ものづ くり企業"と して、技術開発を推進 してまい ります。今回ご

幸に告する5件の論文、技術資料を是非ともご高覧いただき、ご意見 ご助言をいただければ幸甚に存 じます。

Foreword

On the 13thlssue ofthe Bando Technica:RepOrt

l would likc to cxprcss my gratitudc oncc again this ycar for your support of Bando's prOducts and scrviccs

The sub―primc loan prOblem causcd by the conapse of the American housing bubblc in 2007 1cd to a global

flnancial crisis resulting in a dccp rccession in Japan and else、 νhere in the、 vorld  Many bclicvc it、 vill takc 2-3

years to recovcr flom these circumstanccs  Ho、 vcvct thiS llnay bc sccn as thc starting point to accelerate changcs

in socicty・ markcts and business practiccs

Bando has conducted its cnginccring and product dcvelopment、 vith a theme of``Environment,Energy― Saving

and Pollution Frcc Clcan Conversion'' Now wc mustrc宙 cw whcrc wc stand and,flom a mid term outlook,

continuc the challcngc and cxccutiOn of Grcen and Clcan Tcchnologics(G&C Tech)in reSpOnse to thc nccds of

socicty

ln this year's Report,wc arc publishing.`Dcvelopmcnt of Conductivc lnk Sho、 ving R/olume Resistivity Of 50

μΩcm by Drying at Room Tcmperaturc''which was awardcd last ycar's Prizc for Bcst Paper by the」 apan lnstitute

of Electronics Packaging  This prOduct attains ottanic solvcnt frcc,cncrgy saving packaging process innovation

that has attracted a high dcgrce of intercst in thc packagc proccssing markct Additionally,、 vc introducc somc of

Bando's energy― saving tcchnology in``Encrgy― Saving Tcchnologics on Po、 vcr Transmission Bclts''

As a MONOZUKURI Entelprisc wc will contlnuc to dcvclop tcchnology to makc uscful products for our

customers  A lotal of ivc papers arc includcd in this year's RepOrt, and I 、vould 、velcome your comments or

opinions aftcr vicwing thc papcrs and enginccring data presented

ね啜 み
Hiroshi Matsuoka

Exccutivc Offlccr
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特別寄稿

何がポリウレタンの優れた物性をもたらすのか ?

What Brings High Performance Polyurethane?

古川 睦久
*1

Mutsuhisa FURUKAWA

Polyurethane elastomers(PIJEs)are One Ofthe most popular polar polymers The PUEs are usua■ y composcd

of soi segment fol‖ led ゃvitll polymer glycol and hard segmcnt donc lllith diisocyanate and cuhng agent The

propertics of the PUEs arc stlongly dependent on chemical structure,molecular、 veight and polydispcrsity of soft

segment or hard segment components,、 vcight fraction of both components and so on Ho、vever.the quantitativc

contribution Of physical crOss linkages to rubbcr elasticity and thc dircct obsewation of micro phase scparation

have not bccn done yet Thc molecular design factors for high perfOnnance PUEs and origin of rubber elasticity

are discussed by chemical anlysis of crosslinks and direct obscp′ ation of the micro phase―separatcd stnlcture of

the PUEs using AFM

1は じ め に

ポリウレタンはウレタン基を含有するポリマーの総

称で、最も汎用されている極性高分子材料の一つであ

り、ポリウレタンは原料、配合、反応の多様性のため、

フォーム、塗料、繊維、エラストマー、接着剤、シー

リング斉1等 に工業材料、医用材料として応用されてい

る。ポリウレタンは数平均分子量600か ら4000の ポリ

オール、ジイソシアナート、硬化剤 (鎖延長剤)を原

料とするマルチプロック共重合体である。ポリエーテ

ル、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリブタジエ

ン鎖などからなるポリオール成分は弾性要素として作

用するためソフトセグメントと、ジイツシアナートと

硬化剤 (鎖延長剤)と の反応から得られるウレタン(あ る

いはウレア)鎖成分は高い融点を示し擬架橋として作

用するためハードセグメントと称する。ポリウレタン

は非常に多様な化学構造と複雑な高次構造を取るため、

オレフイン系プロックコポリマーの高次構造の解明に

比較してより未だ明らかでない点が多い。これまで多

くの研究者が凝集構造と物性との関係を示差走査熱量

法(DSC)l'、 小角X線散乱回折(SAXS)6つ、広角X線散乱

回折(WAXD)89、 フ_リ エ変換赤外分光法(FT IR)Ю )、 引

張り試験、動的粘弾性測定法等などで調べてきた。結果

として、ポリウレタンの物1生 は強くソフトセグメント、
ハードセグメントの分子量、分子量分布、化学構造、両

成分の合有量等に依存することが示された1 51llつ しか

しながらポリウレタンのゴム弾性の起源と直接観察に

よるミクロ相分離構造の解明はポリウレタンの複雑な

*1長
崎大学大学院生産科学研究科物質科学専攻

微細構造のため未だ明らかにされていない。本稿では、

高性能ポリウレタンエラス トマー(PUEs)を 得るための

分子設計因子、ゴム弾性の起源、原子間力顕微鏡(AFM)

を用いて直接観察 したミクロ相分離構造を考察する。

2 高性能ポ リウ レタンの分子設計 因子

ポリウレタンの力学物性への構造特性の影響を表 1

に示す。架橋点濃度が増加すると、弾性率、ゴム弾性は

増加 し、引裂き強度、柔軟性は低下する。ウレタン、イ

ツシアメレー ト基からなる架橋は耐熱性を増すが、ア

ロハネー ト、ビウレット架橋は120℃ 附近から解離する

ため耐熱性に劣る。分子間力として作用するウレア、ウ

レタン、エステル、カーボネー ト、芳香環のような極

性基が分子鎖中に増加するとゴム弾性、弾性率や引裂

き強度は増加するが、柔軟性に劣る。エーテルやメチ

レン連鎖からなるセグメントは柔軟性を増すが、耐熱

性に劣る。一方、エステル、カーボネー ト連鎖や芳香

環を多 く含むと柔軟性が劣る。

ポリウレタンの諸物性へのハー ドセグメントおよび

ソフトセグメントの分子量、分子量分布、結晶性の有

無の影響をこれまで詳細に調べ、まとめた結果を表 2

に示す1つ
。ハー ドセグメント長とその分布の制御は通常

の合成方法ではできないが、別途合成 した水酸基末端

ハー ドセグメントオリゴマーを組み込むことにより可

能になる。ポリマーグリコールには上市されているも

のを分析 して用いたが、一部は分別 したものを用いた。

ハー ドセグメントおよびソフ トセグメントの分子量分

布については注目されてこなかったが、表 2か らわか
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Table l  Effects of Structures on Properties of Polyurethanes

Structure Feature

Cross linkage

Triol(urethane), :SOoyanurate

A‖ophanate, B:uret

Properties

Flexibi!ity  Modulus  Elasticity  Tear Strength  Therma:

Stab‖ ity

lntermol● cular Forces

urethane

urea

Ester

Carbonate

Aromatic

F‖ :er

曾

■

こ
會

會
曾
曾

塁

ュ

會

會

會
會
曾
會

會
尋

曾
曾

會
會

曾
曾
會
阜

塁

會

曾

曾

曾
會
曾
曾
會
曾

會

ュ

こ

こ

こ
こ
こ
こ
こ

こ

こ

會

Stiffness of Segment

Stiffness(Aromatic, Carbonate, Esterl

Flexib!e (Ether,Hydrocarbon)

Table 2 Effects of Molecular weight and ns Distttbu‖ on of Sot or Hard Segments

Hard Segment Soft Segment

Properties
di鰤鼎Ln
narrow

Crystal‖ ne

Mw   itiil‖
]i

iarge narrow

Amorphous

Mw

:arge narrow

Mw

iarge

↑

↑

↓

↓

↓

↑

↓

↓

↑

↑

↑

會

↓

↑

↑
↓
↑
↑
↓

↓

⇒

↓

↑

↑

↑

↑

↓

↓

會

↓

↓

會

會

↓

↑

↓

↓

會

會

TgF

Tm,h

Swe::ing

E:ongation

Tensile
Strength

紀器lil

Permanent Sd↓  會  ⇒

るように著しく物性に影響することがわかる。一例を

あげると、ポリマーグリコールの分子量分布が狭いと

低応力でより大きく伸張変形する。ソフトセグメント

の結晶性の有無は高伸張での可逆的伸張配向結晶性の

生起の有無を決定し、高伸張での破断応力の大小を決

定する。市販のポリマーグリコールの分子量分布は数

平均分子量が同じでも著しく異なるので現場において

は十分注意を払う必要がある。ヽ ハードセグメントは合

成時にハードセグメントの生成を意図するしないに拘

わらず、イツシアナー ト基の数がポリオールの水酸基

の数に比べて 1よ り大きい場合、Floryの 縮合理論が示

すようにモノメリックイツシアナー トが残存するため

に生起する。通常の合成法において配合比[NCO]y[OH]

pdydを 2と し、NCO INDEXを 1と すると3量体程度の

ハー ドセグメントが生成する。

その他に、硬化温度もまた力学物性やモルホロジー

に対 して非常に重要な因子となる。例えば、異なる硬

化温度で合成 した同一配合比のポリ(オ キシテ トラメチ

レン)グ リコール(PrMG)4,4'― ジフェニルメタンジイツ

シアナー ト(MDI)1,4ブ タンジオール(BD)系 PUEsは 異

なるサイズの球晶構造を取った。硬化温度が高 くなる

と、弾性率、引裂き強度は減少 し、一方摩耗量は増加
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した l]ヽ これらの結果はウレタン基の水素結合、ミク

ロ相分離あるいはミクロ相混合で説明されているが、

定量的な説明はなされていない。

3 ポ リウレタンのゴム弾性への物理架橋の影響

ポリウレタンのゴム弾性において物理架橋、すなわ

ち、ハードセグメントの水素結合による凝集や分子の

絡み合いがどの程度寄与しているかは非常に興味があ

る。しかしながら、ポリウレタン網目の化学構造と力

学的性質の関係は数多く報告されているが、化学構造

に基づく網ロパラメーターを定量したものは少ない。

化学架橋と物理架橋に基づくゴム弾性に有効な網

目鎖濃度(4/V)の 分離定量はWcヽfcldり 、Ruよowska6.m)

によって試みられたのが最初である。彼らは力学物性

の測定温度では化学架橋点の切断は生じないが、物理

架橋点はアレニウスタイプの温度依存性で切断すると

仮定し、化学架橋と物理架橋に基づく網目鎖濃度に分

離している。Mark17)、 Allcn18)ゃ smith19)ら はポリマー

グリコールとトリイシアナートから合成した網目にお

いてゴム弾性への絡み合いの寄与を考える必要がある

としている。またDusck20)は PPc― MDI系 の網目にお

いて、高分子量ポリオール(Mn=2630)を 用いると実測さ

れる弾性率Gが理想ゴム弾性論からの値の2倍であり、

比較的低分子量(Mn=708)を 用いると実験値Gは理想ゴ

ム弾性論の値より低く、分子鎖間相互作用が永久的な

絡み合いとして弾性率に寄与していることを示唆した。
いずれにしても化学架橋点を実測して論じてはいない。

正確にゴム弾性を論じるには簡単にして正確な有効

な網目鎖濃度(4/V)の 決定法が必要であるが、一つの手

法で解決する方法は未だ見いだされていない。有効網

目鎖濃度の決定は架橋反応中の副反応、橋かけの形態

や性質の複雑さのため非常に困難であるが、一般には

a)化学量論方法、b)化学分析法、c)弾性測定による

方法、d)膨 ll・l法が用いられる。

化学量論法は各試薬の配合に基づき、化学反応が化

学量論的に進行したとして化学架橋点濃度及び網目鎖

濃度を算出する方法である。この方法から求められる

値は網ロパラメーターとして多く用いられているが、

架橋反応の複雑さ及び鎖の絡み合い効果など全く考慮

されていない。ポリウレタンにおける有効網目鎖濃度

は用いるポリマーグリコールのモル数G。、ジイソシア

ナートの分子数をD。、架橋剤の分子数をc。 とすると、

配合上ヒK=DO/G。 とM=C。 /2G。 (K-1)と なる。Vを
ポリウレタンの体積 とし、弾性 に有効 な鎖の数をFlory

の考 え方に従 って求めると単位体積当 りの有効網 目鎖

数(Iye/V)は (1)式で表す ことがで きる。

(4/V)cac=2{2G。 (K-1)― [GO(K-1)
+2MC。 (k-1)-1]}″

■ 2G。 (K-1)(1-2M)″        (1)
ただし、K≧ 2、  05>M≧ 0

このとき、架橋剤にグルコールを用いると、架橋は

アロハネー ト架橋 となり、その濃度(A″)は (2)式 で表さ

れる。

(A′γ)caに =200(K-1)(1-2M)/V   (2)

これよリアロハネー ト基濃度の化学量論値(A/V)cakは

(Ve/V)cJcと 等 しいことがわかる。

架橋点濃度を化学的に定量するためには選択的に架

橋点を分解定量する必要がある。架橋点の分解試薬に

は、1)有機溶媒に可溶で、溶液はゴムを容易に膨潤させ

ること、2)溶液中の分解試薬はグル内に均質に拡散 し、

特定の架橋構造を完全に分解すること、3)分解反応が

完了後、未反応の試薬や反応物が容易に定量できるこ

とが満足せねばならない。これらの条件を満足する架

橋点の分解試薬は各々の架橋基について開発されねば

ならず、多 くの困難が伴う。アロハネー ト架橋ポリウ

レタンにおいては、(3)式 に示すようにアロハネー ト架橋

点がnブチルアミンにより選択的に分解され、滴定等

に定量できること21)に より、架橋点が実測できる数少

ないエラス トマーである。

―L織 で―
ξ詳

―訳 :°L+択 熙 Bu。
NH
|

弾1生測定による方法は、ゴム状弾性体に変形を与え、

その試料に働 く収縮力と歪の関係からゴム弾性理論に

基づいて網目鎖濃度を求める物理的な方法である。網

ロパラメーターの算出の基礎 となるゴム弾性理論式が

種々提出されている。

一般に最 も良く使われる理論はガウス鎖からなるア

フィン網目である理想ゴム弾性論で式(4)で 示される。

σ=(襲/V)(■
2/r02)RT(λ -1/λ2)=G(λ -1/λ2) (4)

ここでλは初期断面積当 りの収縮応力、λは伸長比で

1/10、 10は 初期長、1は伸長時の長さである。r02、 .2は非

摂動鎖、及び網目鎖の架橋点間の平均 自乗両端間距離、

Rはガス定数、Tは絶対温度である。(υ
yv)は求めよう

とする有効網目鎖濃度である。

また、M00ncy,Rivlinは 、まったく分子論に関係な

く弾性体の大変形を現象論的に連続体の力学で記述 し、

初期断面積あたりの力を求めた。

σ=(λl-1212)(2Cl+2C2/λ l)          (5)

Mooncy Rivhn式 と呼ばれる式(5)である。定数2Clと
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2C2は″(λI-1/λ 12)と (1/λ l)の プロットの直線関係の切

片と傾きから算出できる。式(5)で 2C2を oと 置くと、ガ

ウス鎖統計理論から求まるゴム弾性の式(4)と 一致する

ことより(5')と なる。

2CI=(υ yV)(r12/r02)RT=G           (5')

また、MOOncy‐ Rivln式 において第2項の定数2C2の

物理的意味あるいは分子論的意味は未だ解明されてい

ないが、次の様に考えられている。

非ガウス鎖或は網目統計からのずれ、内部エネル

ギーの効果、鎖の絡み合い、不可逆効果、非ランダム

充填の効果等に基づくものとされているが、十分な証

明は成されていない。しかしながら、過去多くの研究

者によりC2項 について見いだされた結果は、a)c2は

膨潤度に依存し、膨i問 度が大きいときC2は 0に近くな

ること、b)C2は 極性の高いゴム程大きい値を示すこと

c)測定温度を上昇するとC2は低下すること、d)c2は

網目鎖濃度だけでなく、網目の微細構造にも関係する

こと、e)ヒ ステリシスとともにC2は増大すること、f)

Tgに 近付くにつれてc2は増大することなどである。こ

れらの結果を考慮すると、第一近似としてC2項 は網目

鎖間相互作用に物理架橋やタイムスケールの長い絡み

合いに基づく粘性項によるものと考えらえる。

膨潤法では、溶媒に高分子網目を平衡膨潤させ、膨

il■lの 自由エネルギー変化から導かれたFlory Rchncr式

(6)が適用できる。

―(in(1-V2m)+V2m+″ lV2m2)

=(4/V)Vl(Aη v2ml′3~2v2m/f)         (6)

V2mは平衡膨潤ゴム中のゴムグルの体積分率、χlは ポリ

マーと溶媒の相互作用パラメーター、Aは フロント

ファクター、η=■2/r02で
.2、 r02は それぞれ網目鎖及び

それに相応する自由鎖の末端間距離の自乗平均で、Vl

は溶媒の分子容である。fは架橋点の官能基数である。
一般にはA=1,η =1,2/f=1/2と して多く用いられて

いる この式を用いて有効網目鎖濃度を求めるとき、間

題となるのは相互作用パラメーターχlの値である。汎

用ゴムについてはかなりまとめられているが、ポリウ

レタンのような極性高分子を用いた網目では極性濃度

やその分布等により鎖の凝集効果が異なるため、χlの

取り扱いはよリー層複雑である。

この考えに基づき、アロハネート架橋ポリウレタン

をモデル網目として用いることにより、応カーひずみ

関係およびアロハネート基の化学分析により、ゴム弾

性への化学架橋および物理架橋の寄与を明らかにでき

る。

化学架橋に基づく網目鎖濃度  (4/V)chem=(A″ )

化学架橋および永久的絡み合い (νe/V)2Cl=2C1/RT

化学架橋および全ての物理架橋 (ve′ V)E=G/RT

無定形のミクロ相混合したエラストマーであるポリ

(オ キシプリピレン)グ リコール(PPC)-2,4ト リレン

ジイソシアナー ト(2.4 TDl)― 低分子グリコール系アロ

ハネート架橋PUEsを モデル網目として、ゴム弾性に対

する物理架橋の寄与を調べた。

物理的に決定された有効網目鎖濃度(ve′ V)physと 化

学的に決定された有効網目鎖濃度(νe/V)Chemの 関係を

模式的に図 1に示す。対角線の点線(a)は化学架橋によ

る寄与を、曲線(b)は 化学架橋および永久的絡み合いの

寄与を、曲線(c)は化学架橋および全ての物理架橋の寄

与を示す。直線(a)と 曲線(b)の 間は永久的な絡み合いの

寄与を、曲線(b)と 曲線(c)の 間は水素結合、長いタイム

スケールをもつ粘性項の寄与を示す。図 2に PPC-2,4‐

TDI‐ 1,2‐ プロピレングリコール(1,2‐PC)、 ― トリメチレ

ングリコール(TMG)系 ポリウレタンのゴム弾性への化

学架橋と物理架橋の寄与を示す。化学架橋が増加する

と化学架橋による寄与が増加し、物理架橋による寄与

は減少する傾向を示す。しかしながら、物理架橋の寄

‐o      1       2
11/e′ Ochett x l。

4(ml′♂ )

Figure l  Schemat c Relation between Elastica‖ y

Determined and Chemically Determined

Effec‖ ve Ne"vork Concentra“ ons(Ve/V)
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与はかなりあリウレタン基の寄与の大きさを明確に示

している。合成 した系において、(ツe/V)2Cノ(Ve/V)Eを 示

す曲線は 2つ の傾向を示 した。 1つ は曲線 aよ り曲線

bがより小 さい値を示す系 (EG系 ,‐ 1,4 BD系 , 1,5

PD系 , 1,3‐ BD系 ,―NPC系 )であり、ほとんど永久的

な絡み合いが生成 していないか、あるいは化学架橋点

の寄与が十分に作用 していない系であると言える。他の

系は曲線 bが曲線 aよ り大きい値を示す系 (TMG系 ,―

HMG系 , 1,2 PC系 )で あり、鎖の永久的な絡み合いの

寄与が多いといえる。いずれにしても試料により異な

るが永久的な絡み合いの寄与は約 5～ 15%、 化学架橋

点の寄与は45～ 60%、 残 りはルーズな絡み合いや鎖の

凝集からの寄与であり、物理架橋の寄与が大きいこと

がわかる。

どの程度のハー ドセグメント長であれば、ゴム弾性

を発現するのか興味がある。そこで、水酸基末端ハー

ドセグメン トオリゴマーを両端 にもつポリマーグリ

コールオリゴマーを合成 したところ、水素結合による

分子鎖の凝集のみで弾性を発現することを見いだした2)。

すなわち、HDlと BDか ら両末端水酸基の3量体を別途

合成 し、これとモノマーイソシアナー トを極力除いた

イソシアナー ト末端PPC(Mn=2000)と 反応させ図 3に示

すようなハードセグメント部を両端にもつポリ(オ キシ

プロピレン)(Tg=582℃、Tm=713℃ )を 合成した。貯

蔵弾性率の温度依存性にはゴム状高原域 (図 4)が見

られ、ハードセグメント部位の水素結合による凝集構

造が擬架橋として作用していることを示唆している。

これらのことより、ポリウレタンの物性発現に水素

結合が大きく寄与し、水素結合したセグメントのミク

ロ凝集構造が大きな役割を呆たしていることが理解で

きよう。

0.8

0.6空
●

0.4

Temperatureノ °C

Figure 4 Temperature Dependence or Storage
modulus and tand for()ligo― hard Segment

→erminated Polymer G ycoL

(BD―HD BD―HDl PPG2000-HD卜 8D― HDl BD)

4 ポ リウレタンのミクロ凝集構造の可視化

水素結合したセグメントのミクロ凝集構造が物性発

現に大きな役割を果たしていることを明らかにしたが、

ではミクロ凝集構造はどのような高次構造を取ってい

るのであろうか。

モルホロジーは化学構造、両セグメントの合有量に

したがい変化するが、試料の製造法にもともない変化

する。部分結晶系では配列したハー ドセグメント相は

主鎖に平行な数十nmよ り小さい厚さを持つ房状ラメラ

ドメインからなると考えられ、ソフトセグメントや

ハードセグメントの鎖長、分布、体積分率に依存し、両

相が連続したあるいは分離したミクロ相構造が提案さ

れてきた。

原子間力顕微鏡(AFM)は ミクロ凝集構造の可視化を

可能とした。PTMc_MDI BD(ハ ードセグメント含量

34%),BD″ MP,TMPttPUEsの凝集構造 を例 に取 り説

明しよう23.24)。 図5に NH基およびカルボニル基の伸

縮振動領域の赤外吸収スペクトルを示す。全ての系で

3500  3400   3000  3200  01001800     1750     1700     1650
Wavenumber′ cm■              Wavenumber′ cml

la)                 (り

Fgure 5 FT‐ IR Spectra of PTMG‐ MD卜 BD,― BD′TMP
and―TMP PUEs
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NH基の伸縮振動の吸収は 3330cm lに見られることよ

り、全てウレタン基は水素結合 していることが分かる。

一方、水素結合しているカルボニル基の吸収ピーク強

度はBD系 >BD/TMP系 >TMP系 の順序で減少 し、水

素結合 していない吸収 ピーク強度はこの逆である。図

6に 示す DSCサーモグラムにおいて、Tgsは BD<BD/
TMPく TMPの 順に上昇 し、Tmは BD～ BttTMPで TMP
には観察されなかった。これらの結果より、BD系 >
BD/TMP系 >TMP系 の順にミクロ相分離からミクロ相

混合へ変化することが分かる。この結果は小角X線散

乱から裏付けられ、BD系のミクロ相分離サイズはおよ

そ20nmで あったが、BD/TMP、 TMP系では明確なミク

ロ相分離は認められなかった。

‐100  ‐50   0   50  100  150  200
Temperatureノ °C

Figure 6 DSC Thermograms of PTMG‐ MD卜 BD
(HSC=34wt%),‐ BD/TMP and― TMP PUEs

これらのPUEsを AFMに より観察するとトポロジー

像、位相像ともにコントラス トが観察される。図 7に

PUEsの AFMの位相像を示す。BD系で明確なコントラ

ストが見えるが、暗い像がハードセグメント、明るい

像がソフトセグメントである。BD系 におけるミクロ相

分離サイズは 2ヽ3nmで あり、小角X線散乱から求めた

値とよく一致した。ミクロ相混合系であるTMP系はコ

ントラストが薄く均一な像を与え、BD/TMP系 はその

中間であることがわかる。さらに球晶が観察された

ハードセグメント含有量45%の BD tt PUEに おいて球

晶内部とマ トリックスの像を比較すると、図 8に示す

ようにマ トリックスではハードセグメント含有量34%
のそれと同じであり、ミクロ相分離サイズは26nmで と

少し増加した。一方、球晶内部で緻密なコントラスト

が観察され、ミクロ相分離サイズはおよそ13nmで あり

小さくなり級密になった。AFMの観察から、ポリウレ

■74 1計 1‐2° ・“
【
智
】」・7 ..0[智 1‐202

Figure 7 Phaseimages of AFM for(a)PTMC‐ MD卜BD

(HSAC=34Wt%),(b)‐ BD′TMP,and(c)‐TMP
PUEs

‐70.1 [dOg l  ‐743  _50.O Idegl  ‐51.8

(a)OutSide of spheru‖ te   (b)lnSide of spheru‖ te

Figure 8 Phase images of AFM for(a)Ou‖ Side of

Spheru‖ te and(b)inside oi Spheru‖ te for

PTMG‐ MD卜 BD(HSC=43wi%)

タンは水素結合を ドライビングフォースとするハー ド

セグメン トとソフ トセグメン トとの真のナノコンポ

ジットと考えることにより、ポリウレタンの優れた強

度、耐摩耗性等の力学物性が理解できる。

5 お わ り に

ポリウレタンエラストマーの優れた物性発現の起源

について、ゴム弾性論と架橋点の化学分析からと、原

子間力顕微鏡観察によるミクロ凝集構造の可視化から

考察した。しかしその道は半ばであり簡単ではない。さ

らに個々の知見を積み上げてポリウレタンの結晶性を

も含めたミクロ相構造と物性の関係を明らかにしてい

くことが、ポリウレタンエラストマーの高性能化、高

機能化を呆たすことになるであろう。
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研究論文

室温乾燥で 50μΩcmの体積抵抗値を示す
ナノ粒子導電インクの開発

Deveiopment of Conductive ink Showing Volume nesistivity Of 50 μΩcm
by Drying at Room Temperature

武居 正史
*1    

外村 卓也
*1    

山田 充
*l

Masaftlmi TAKESUE     Takuya TOMURA      Mitsuru YAMADA

桑本 滋生
*2        

畑 克彦
*1

Shigeo KUWAMOTO            Katsuhiko HATA

Condllctivc inks containing mctal nanoparticles have spread out ovcr an clectronics market recently according

to devclopment of novel drawing methods for making a printcd circuit board,for examplc,inkJct printing,

flexographic printing Such mctal nanoparicles can be sintered at lo、 ver temperature than a melting point of bulk

metal and show high conductivity  lt is、 vell― kno、vn that thc sinte● ng tcmpcraturc of idcal mctal nanoparticles

depends on thc particle size  On the othcr hand,thc sintering tcmpcrature of actual metal nanoparticles dispersed

in solvcnt probably depends on not only the particle size but also the surfacc condition of nanoparticlc  ln this

work,we had studied the relationship bctween the sintering temperature and thc surFace condition of nanoparticle

Various silver nanoparticles having almost samc particle size but dittcrcnt surface condition、 vcrc prcparcd by a

liquid―phase reduction method  Thc sinteHng tcmperature of silver nanoparticles dispersed in solvcnt sccms to

dcpcnd on tllc surface condition rather than the particle sizc bccausc each silver nanopalticlc showcd different

sintering temperatures The slver nanoparticlcs having the lo、 vest sintcjng temperature sho、 ved high conductivity

by just drying at room temperature Thc silver ink was pattcmcd witll a line width of 30 μm on a paper substrate

by a nexographic printing technique, shO、 ving the volumc rcsistivitics of ll-46 μΩcnn by dwing at room

temperaturc

1緒 言

プリント配線板の回路配線は、現在ほとんどが銅箔

をフォトレジスト法でパターニングすることで量産さ

れている。ところが、インクジェット印刷 l.2)を はじめ

として、フレキソ印刷
"や

レーザー誘導熱分解法。など

基板に回路を直接パターニングする研究が近年盛んに

行われている。この最大の理由は、ナノテクノロジー

の進展に伴って、多様な金属インクが開発されたこと

があげられる。

金属インクの主流は、金属ナノ粒子を必須成分とし

たインクである。このインクを上述のような方法でパ

*IR&Dセ ンター
*2財

団法人ひょうご科学技術協会

ターニングし、乾燥や焼成を行うことにより、導電性

のある金属被膜にすることで回路配線を形成する。金

属種は、金 2つゃ銀
1)が

中心となっている。銅は、酸化

されやすいため合成や焼成に制約が多 く、研究例は少

数である。溶媒は水系溶斉Jも 有機溶剤も用いられてい

るが、有機溶剤が圧倒的に多い。

プリント配線板に適用する上で、金属ナノ粒子の最

大の特徴は、金属の融点よりはるかに低い 150-300℃

程度の焼成温度で粒子同士が融着 して、高い導電性を

示す金属被膜を形成することである。この焼成温度は

ポリイミド基板なら問題はないが、コス トが低 く耐熱

温度も劣るポリエチレンテレフタレー トなどの汎用樹

脂、さらには紙を基板材料に使おうとすると、さらに

温度を低下させることが望ましい。

金属ナノ粒子の融着温度は、一般的には粒径依存性
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があると説明されることが多い。BuFFatと Borclは 、高

真空下で作成した、表面がかなり理想状態に近いと思

われる金粒子の融着温度が粒径に依存することを報告

しため。一方、溶媒に分散している金属ナノ粒子の表面

は、分散剤のような有機物などで覆われており、実質

的には、融着温度は粒径だけでなく、表面に吸着した

分散剤の性質にも依存すると考えられるが、そのよう

な粒子の融着温度に関する研究はほとんど知られてい

ない。そこで、粒径が同程度で分散剤が異なる種々の

銀ナノ粒子について、分散剤種が融着温度に及ぼす影

響を検討した。

さらに、銀ナノ粒子の生成機構に関する基礎的検討

を行った。このような金属ナノ粒子は、すでに広 く普

及しているミクロンサイズの粒子よリー般的に高価で

ある。この原因は加エコストの違いによると思われる

が、金属ナノ粒子の普及を阻む一因でもある。溶媒に

分散している金属ナノ粒子を得るためには、液相中で

金属ナノ粒子を化学的に還元して合成することが、ナ

ノ粒子の表面エネルギーを制御するうえで最も適して

いると思われる。しかし、これまでの研究は合成後の

粒子に関する物性評価に偏り、生成過程の粒子に関す

る研究は、実験手法が困難であることもあってほとん

ど行われておらず、粒子の生成機構は不明な点が多い。

小角X線散乱はナノ粒子の粒径測定に優れた手法であ

るが、一般的な装置ではX線強度が低 く精度の良い測

定ができない。そのため、大型放射光施設SPnng 8に

おいて、液相中における銀ナノ粒子の生成機構の検討

を試みた。さらに、作成した銀ナノ粒子を用いた応用

例の提案として、銀インクによるフレキソ印刷の可能

性を検討した。

2実 験 方 法

銀ナノ粒子は水溶液中での化学還元法で作成した。

予め所定の条件で調整しておいた分散剤水溶液、還元

斉1水溶液と銀イオン水溶lllを 撹拌下に混合して、銀ナ

ノ粒子を得た。得られた銀ナノ粒子は限外ろ過で精製

するとともに、固形分が40wt%に なるように濃度調整

した。最終的に得られた銀ナノ粒子分散液はそのまま、

あるいは界面活性剤、粘度調整剤等を添加して、銀イ

ンクとして用いた。

作製した銀ナノ粒子は、動的光散乱 (DLS)、 電子顕

微鏡写真 (SEM)、 粉末X線回折 (XRD)、 体積抵抗値

預1定 により評価した。大型放射光施設 SPHng‐ 8に おけ

るJヽ角X線散乱測定は、BL08B2ビームラインを用い

て、波長lA、 カメラ長628-2285mmの 条件で行い、原

料水溶液を混合した溶液の散乱強度の時間変化を測定

した。フレキソ印刷は、コムラテック社製フレキソ版

を用いて行った。

3結 果 と 考 察

種々の条件で作成した銀ナノ粒子 (サ ンプルA、 B、

C)の粒度分布を図 1に示す。平均粒径はいずれも25-

30nmで あるが、粒度分布はサンプルAよ りもB、 Cが
プロードな分布を示した。

l                   10                  10'                  10'

Parlicle size(nm)

図 1 銀ナノ粒子の動的光散乱測定による粒度分布

これらの銀ナノ粒子を塗布した被膜を種々の温度で

焼成したときの体積抵抗値を図2に示す。いずれの粒子

もある閾値的な温度域で急激に体積抵抗値が減少した。

つまりこの閾値温度で銀ナノ粒子間に導電パスが形成

されたと考えられる。図中には示していないが、サン

プルcは室温で乾燥させるだけで、H-46x10 60cmの

体積抵抗値を示した。
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図2 焼成温度の異なる銀ナノ粒子 (サ ンプルA、 B)の

体積抵抗値

図3に は、焼成温度を変えて作成したサンプルAか

らなる被膜と、室温で乾燥させたサンプルCか らなる

被膜のSEM像を示す。乾燥状態の銀粒子は実測で10-

40nmであったが、DLSで測定した粒度分布と大体一致

しているため、インク中に分散していた粒子がそのま

ま乾燥しただけで、形態的な変化は特に生じていない
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図3 処理条件が異なる銀ナノ粒子 (サ ンプルA、 C)の

SEM像

と考えられる。120℃焼成後では、明らかに粒子間の融

着が見られる一方で、まだ一つ一つの一次粒子が明確

に区別できる。しかし、実測した一次粒子径は20-
60nmで あり、乾燥状態と比べて粒子は多少大きくなっ

ているとともに、小さな粒子が明らかに減つているこ

とから、小さな粒子が大きな粒子間をつなぐように融

着していったと考えられる。180℃焼成後では、粒子間

の融着はさらに進行し、一次粒子は明確に区別できな

くなった。わずかに残っている粒子の痕跡を測定する

と、一次粒子径は大体50-120nm程度であり、120℃ と

比較するとより大きな粒子も融着に関与したと考えら

れる。つまり、粒径の小さな銀粒子はどより低温で融

着すると考えられる。また、サンプルcを室温で乾燥

させたものは、180℃ で焼成したサンプルAの粒径に匹

敵するまで融着が進行している。このことからも融着

温度には、粒径より粒子の表面状態の影響が大きいこ

とがわかる。

サンプルAの焼成温度と対応したxRDスペクトル

を図4に示す。いずれの状態でもAg(JcPDS n0 87-

0720)に 由来するピークのみが観llさ れたが、焼成温

度が高くなるにつれて、(lH)面の半値幅は小さくなり、

Schcncr式 より求めた結晶子サイズは大きくなった。こ

20   30   40   50   60   70   80   90

2θ
(° )

焼 成温度 の異 な る銀 ナ ノ粒子 (サ ンプルA)の

XRDス ペ ク トル

のことも焼成温度が高くなるほど粒子間の融着が進む

ことを示している。schcrrcr式 より求めた結晶子サイズ

は、SEM像から実』1し た一次粒子径とlllね 一致するか、

多少小さめの値を示した。小さめの値を示す理由は、融

着して生じた粒子が多結晶であるためと考えられる。

サンプルA、 B、 Cでは、融着温度に大きな差が見ら

れたが、粒径には大きな差がないので、融着温度は、粒

径よりも粒子表面の分散剤が大きく影響していると考

えられる。恐らく閾値温度で分散剤が粒子表面から脱

着することが駆動力になって粒子間の融着が進行する

と考えられる。逆に考えると閾値温度は分散剤と粒子

表面の吸着力を示していると考えられる。粒子と分散

斉1界面との吸着力は、一般的には汲1定が困難である。し

かし、粒子径が大体同じような銀粒子における上述の

ような閾値温度は、分散剤の粒子表面への吸着力を表

す指標になると考えられ、実験の範囲内では、分散剤

の銀粒子表面への吸着力の強さはサンプルc<A<B
の順になると考えられる。ただし実際には、化学還元

法においては分散斉1も 酸化還元反応に与ると考えられ、

添加したままの化学種で銀粒子表面に吸着していると

は必ずしも言えず、配合系全体、例えば配合比、使用

する還元剤の種類、使用する銀塩の種類が複雑に影響

していると考えられる。

次に、このような銀ナノ粒子の大量生産技η子のため

の基礎的検討として、高輝度放射光を利用して銀ナノ

粒子の生成速度に関する検討を行った。銀ナノ粒子の

原料溶液を混合してからの粒径の時間的成長を観測し

たところ、銀ナノ粒子の反応時間が極めて短いことが

明らかにできた。また、一次粒子の思われる小角散乱

ピークに加えて、個数分率としては少ないが、二次凝

集粒子の成長を示すと思われるピークが発現した。

次に、このサンプルcを 用いて作成した銀インクを

用いて、フレキソ印刷により紙基板上に35μmの細線パ

ターンを作成した。パターンの光学顕微鏡像を図5に示

す。この被膜は、条件にもよるが、室温で乾燥させる

だけで H-46× 10 6Ω cmの体積抵抗値を示した。版や

図 5 銀ナノ粒子 を用いたインクのフレキツ印刷によ

るパターニング
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に
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印昴1条件をさらに検討することで、さらなる狭ビッチ

化も可能だと考えられ、今後のプリンタプルエレクト

ロニクスの一つの方向性として、フレキソ印刷の可能

性を示すことができたと考える。

4結 論

粒径が同程度で表面状態が異なる種々の銀インクを

用いて、銀ナノ粒子の融着温度における影響を検討し

た結果、融着温度は一般的に言われている粒径よりも、

むしろ粒子の表面状態に大きく依存することが明らか

になった。最も融着温度が低い銀ナノ粒子を用いて、フ

レキソ印刷で紙基板上に35μmの細線パターンを描画し

たところ、室温で乾燥させるだけで11-46x106Ω cmの

体積抵抗値を示した。
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技術資料

「わが社と画像技術」
―電子写真装置用クリーニングブレードの開発―

Our Company and imaging Techno:ogy

― Deve:opment of Cieaning Blade for Electorophotographic device―

迫 康浩
*1

Yasuhiro SAK0

Recent nccds for compact size of clcctrographic device and use of polymerized toners make it rnore difflcult

to design polyurcthanc materials for clcaning bladcs  A clcaning blade having a structure of t、 vo layers of

polyurcthanc materials having di∬ erent ftlnctions is developed  The bladc sho、 vs vcry small tcmpcratllrc

dependencc of viscoelastic propcrtics and excellent abrasion rcsistancc

1 は  じ め に

当社は1906年 の倉1業 以来、ゴム、プラスチック製品

メーカーのパイオニアとして、お客様のニーズに応え

るべ く、新技術や新製品の開発を行い、産業用製品、自

動車用部品、1青報関連機器部品、化成品、そして最近

では光電材 と事業を展開してきている。この中で、ジ

アゾ式から普通紙複写機への急速な転換 と成長時期で

あつた 1975年 頃より、感光体上の残留 トナーを除去す

るクリーニングブレー ドを中心に、電子写真分野に取

り組み、当業界の要素技術の変革に合わせて、要求さ

れる機能部品を開発 し供給 してきた。1)

2 電子写真装置用 ク リーニ ングブ レー ド

21 近年の要求特性の変化

電子写真プロセスの中でクリーングブレー ドは、近

年の高速化、高画質化、コンパクト化、フルカラー化、

さらには重合法 トナーの出現といった技術革新により、

その要求特性が大 きく変化 しクリーニングメカニズム

の変化やブレー ドのクリーニング以外への用途拡大が

要求されるようになってきた。

これらの要求の変化で、ブレードの心臓部を構成す

るポリウレタンには次のことが必要条件となってきた。

① 反発弾性の変化を使用条件温度内でできるだけ小さ

くすること。

② 低温クリーング性を向上させるためにポリウレタン

のガラス転移温度 (tan δピーク温度)を より低温に

シフ トさせること。

③ 耐摩耗性を格段に向上させること。
これらに対応すべ く、ウレタンゴムの一次化学構造だ

けでなく、構成する分子の分子量分布
2)、

合成方法等

を変更することで、粘弾性特性の変化や耐摩耗性の向

上を図つてきた。図1に ウレタンエラス トマーの粘弾性

Can δ)の温度依存性改良例を示 した。これにより反

発弾性の温度依存性が小 さく、低温特性に優れるブ

レー ドの提供が可能となった。

馬 ol

Temperature(・ C)

図l tan δの温度依存性

22機 能分離化

一方、ブレードの耐摩耗性を格段に向上させるには、

ポリウレタンのソフトセグメントの化学構造だけでな

く、ハードセグメント濃度 構造、架橋構造といった

モルフォロジーをプロセス速度、相手材、 トナー等の

特性によって合わせ込むことが必要となる。中でもプ

ロセス速度は、耐摩耗性設計には重要な因子となる。

近年の小型化、重合法 トナー化により、耐摩耗性の
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格段の向上 と温度依存性の少ない粘弾性特性のバラン

ス維持の両立は、従来の配合設計では限界が生 じてき

た。そこで我々は機能分離ブレー ドを提案 している3● )。

ブレー ドは感光体等の相手材 と接触、摩擦 される

エッジ部は耐摩耗性を、それ以外の部分はバネ材とし

ての機能が要求される。それぞれ異なる機能をこれま

では 1つ のポリウレタンで構成 していたが、エ ッジ部

とバ ックアック部を別々のポリウレタンで構成する

(機能分離する)こ ととした。

図2に我々の開発 した機能分離ブレー ドの構造を示

した。

図 3に は、従来の単層ブレー ド、開発 した機能分離

ブレー ドの走行後のエッジの摩耗状態を示 した。

これにより温度依存性に優れ且つ耐摩耗性が格段に

優れるブレー ドを開発できた。

3お わ り に

以上クリーニングブレー ドを中心に述べたが、当社

コア技術を深耕 し、精密駆動システム、ノングリース

軸受け、高機能中間転写体さらには、湿式現像プロセ

ス対応用部材等さまざまな開発を実施 してお り、今後

とも電子写真技術の要求に対応すべ く、一層の研究開

発に注力する所存である。
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[付 記]

発表誌 :日 本画像学会誌,2008年 8月 号

図 2機 能分離ブレー ドの構造

図 3従 来ブレー ドと機能分離ブレー ドの走行後のエッジ状態
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迫  康 浩
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技術資料

高橋 光彦
*1

Mitsuhiko TAKAHASHI

2 ベル ト側 の 損 失 低 減 事 例

21 曲げ損失を抑えた事例

図2左側は最も古典的なラップドVベルト (外皮布

によって積層部材が複覆されている)を示す。ラップ

ドvベ ルトは送風機等の一般産業機械に広く使われて

いる。このベルトの底部に図2右側に示すようなノッチ

(切 り込み)カロエしたベルトを作成し、伝動効率を測定

比較した結果を図3に示した]tノ ッチ加工を施した結

果、ベルトの曲げ岡」性が著しく低下し (図 4)、 伝動効

図 2 ラップ ドVベル ト(左側 )と 省エネVベル ト(右側 )

の形状 。構造

100
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単
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― ラップドV′0レ ト

ー 省エネVベル ト

024681012
入力動力 (kW)

図3 ラップ ドVベル トと省エネVベル トの効率比較

伝動ベル トの環境対応省エネ技術について

Energy‐ Saving Technologies on Power Transnlission Be:ts

城戸 隆一 *1

Ryuichi KIDO

1  は  じ  め  に

伝動ベルトは、利便性や廉価など利点から、自動車、

農業機械、一般産業機械やOA機器等の幅広い分野で使

用され、重要な伝動要素の一つに位置伺けられている。

京都議定書の決議やISO 14000の認証取得企業の増加に

見られるように、地球温暖化に対するC02排出削減化

といつた対環境問題が大きく取 り上げられるように

なった昨今、伝動ベルトでも省エネルギー技術や環境

負rnl低減技術のような環境問題に対応する技術開発の

重要度がますます増加している。
ベルト伝動におけるエネルギー損失は、図 1に示す

ような項目に大別される。これら損失の大部分は熱エ

ネルギーに変わり、ベルトの走行時の温度を上げ、ベ

ルトの寿命を低下させる。ベルト伝動の省エネルギー

に結び付くこれらエネルギー損失の軽lrkに は、ベルト

側だけでなく、駆動システム側の損失軽減も重要であ

り、これら二つの側面から動力損失の軽減を追及する

開発がなされてきた。以下に当社におけるその技術開

発事例を紹介する。

側圧変形に 弾性スリップ 振動によ
よる損失   による損失  る損失

図 1 ベル ト伝動におけるエネルギー損失の内訳

*1伝
動技術研究所

Reccntly cven in powcr transmission belts,it is getting mOre important to develop technologics correspOnding

to environmental problems such as cnergy‐ saving technology and cnvironmental load reduction technology Most

Of energy lost in belt drive transforlns into heat,so that raises thc tcmperature of tlle driving bclt and reduces the

life of the bclt lt is important for reduction of loss energy to rcducc the loss not only on belt side but also on

drive system side Thereforc,many technologies which pursue reduction of po、ver loss from these bOth sides have

been dcvcloped Some examples of the devcloped technologies in the Authors'company are introduccd on this

papeL
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率が向上 した。この効率改善によリベル ト温度 も低下

し、ベル トの耐久性 も向上する結果が得 られた。この

ベル ト (商 品名 :省エネレッド)を市場モニターで確

認 した結果、2%ヽ 最大 63%の 電力の消費量低減が検

証され、現在、従来品に代わってこちらが主流となっ

ている。このノッチ加工による方法は、図5に示すよう

な高負荷伝動用の細幅Vベル ト (商 品名 :パ ワーエー

ス)に も展開され、伝動効率の向上に寄与 している (図

6)。

歯付きベルトの例としては、ATM両 替機 自動販

売機等における紙幣やカードの搬送用ベル トがある。

図7に その使用例を示すが、無人運転や屋外での使用が

多く、特に低温時での起動 トルクが低いことが要求さ

れる。その第一の方策としては、曲げ損失の低減を図

るベルトの柔軟性向上があり、そのためベルト′し、線の

細径化やゴム配合の最適化を図った。ゴム配合では、耐

寒性と柔軟性の両立を考慮し、とりわけ環境負荷低減

の対応として、焼却時にダイオキシンを派生させない

非ハログン化ポリマーであるEPDMゴムを、従来のク

0   02  04  06  08   1

図4 ラップ ドVベル トと省エネ Vベル トの曲げ剛性

上し中交

図 5 パワーエース (左側 )と 省エネパワーエース (右

側)の形状・構造

図 6 パワーエースと省エネパワーエースの効率比較

ロロプレンゴムに代えて採用した (商品名 :ウ ルトラ

柔軟エコシンクロベルト)。 本ベルトは、図8に 示すよ

うに、起動 トルクの大幅な低下が認められる。

図 7紙 幣搬送用歯付 きベル トの使用例

図 8紙 幣搬送用歯付きベル ト起動 トルク比較

22ベ ル トの側圧変形による損失を抑えた事例

vベ ル トが小 さなプーリ径で高い トルクを伝達する

場合、ベル トは側圧変形を生 じ、伝動効率が低下する。

スクーター用変速機、自動車用CVTに使用される変速

ベル トは、いかに側圧変形を防止するかが重要な課題υ

である。

図 9に は各種変速ベル トの効率比較結果を示 した。

シングルコグベル トは、心線 より下のゴム層にコグ(凹

凸)が設けられているVベル ト、ダブルコグvベ ル ト

100

●90

冊
栞飛

 80

7o

膠 靱 写

1000        2000        3000

DVV(N)

図 9変 速ベル トの効率比較

識Яlレ ンズ
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は、心線の上にもコグを設け、側圧変形 し難 く、曲げ

剛性を下げたVベ ル ト、複合Vベル トは、AL合金コア

の周 りを熱硬化性樹脂で被覆 したプロックを、ゴム 心

線 帆布から構成されるゴムベル ト(張力帯)と
'歯

合わ

せ、一体化 した Vベル トである。これらの Vベ ル トの

効率は、各ベル トで伝動能力が異なるため、各軸荷重

下で トルクを変えて測定された伝動効率の巌高値で比

較 した。効率は、シングルコグvベル ト→ダブルコグ

vベル ト→複合 Vベル トの順に高 く、特に、複合 Vベ
ル トは剛性の高いプロックとの複合により、高張力下

の債1圧変形が極めて小さい結果、99%も の高い効率を

示 した。高負荷条件でこのような高伝達効率のベル ト

を使用することは、燃費を向上 し、エネルギー消費量

を下げることを可能にする。

3 伝 動 シ ス テ ム 側 の 効 率 改 善 事 例

31 オー トテンショナー〕

Vベ ル トは張 り側と緩み側の張力差(有 効張力)で動

力を伝達する。また、負荷 トルクと張力の関係は次式

で示される。

Tl― ■=■ =η/r
η+■=″ =2Tll(Trl:初 張力 )

ここに、Tl:張 り側張力、■ :緩み■1張力、■ :有効張

力、ツ :軸荷重、■ :伝達 トルク、r:プーリ半径であ

る。

動力伝達に必要な張力を与える手段 として、ベル ト

を張った状態でプーリを固定する方式 (張 力固定方

式 )、 テンショナーで緩み側に一定張力を与える方式

(緩 み側張カー定方式)がある。これらの方式によるベ

ル ト張力 と負荷 トルクの関係を図 10に 模式的に示 し

た。

固定方式では負荷 トルクの上昇とともに、ηが上昇

し、動力伝達に必要な Te分 だけ■は減少する。そして、

スリップしない■を確保するため、初期の張力が設定

されるべきであるが、一般的には、ベル トの伸びや摩

極TO
像
懸

Ts

負荷
(a)張力固定方式

図 10 ベル ト張力と負荷

負荷
(0)ゆ るみ側張カー定方式

トルクの関係 "

耗で張 り側張力が緩んでもスリップしないように初期

のベル トの張 り (初 張力)を 最適値より高目に設定 し、

張 り直 しまでの時間を稼 ぐことが一般的に行われてい

る。この初張力を、適正水準を超えて過大に設定 した

場合、ベル トは大きな変形を生 じ、伝達効率の低下 (エ

ネルギー消費量の増加)を招 くだけでなく、ベル トや

軸受寿命の低下の要因となりやすい。

一方、緩み側張カー定方式では、一定の■が l・l与 (保

証)さ れるため、Tfが
'曽

大して■分の動力伝達を可能

にする。ベル トに伸び、摩耗が生 じても■が変化 しな

い工夫がなされたテンショナー (オ ー トテンショナー)

を使用すれば、張力をほとんど変化させずに、初期か

らベル トの寿命まで、i芭正な伝動 (効 率)が保証され、

エネルギー損失が押 さえられるとともに、ベル ト寿命

も向上する。このようなオー トテンショナーを用いた

駆動システムが、自動車の補機駆動に利用されている。

図 Hに その採用例を示 した。

32ベ ル ト式変速システム

ベル ト式変速システムは、二つの開閉可能なプーリ

でベル トを駆動 し、プーリの幅を増減させることで駆

動プーリと従動プーリの速比を変化させる変速装置で

ある。その動作原理を簡単に示 したのが図 12である。

この変速システムでは、一般的に従動プーリに推力を

図 11 自動車エンジンの補機駆動システム

(a)速比がLowの 状態

図 12ベ ル

(b)速 比がHohの状態

卜変速の模式図
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与え、ベルト張力が付与される。このとき発生する張

力を付与推力で割った値を推カー張力変換係数(以後K
値という)と 呼ぶ。K値はベルトにより、又状態 (経 時

変化)に より変化 (低下)する。

従って、この変化代を加えた推力が初期推力として

設定され、前述の張力固定方式の場合と同様、過大な

張力設定が効率低下の要因となる。また、スクーター

のベルト変速システム等には推力付与手段としてバネ

とトルクカム(ト ルクに比例して推力が増える機構)が

併用され、バネは通常従動プーリに設けられる。低速

走行 (速比 Low)で は、従動プーリ幅は狭い位置に開

じた状態になるので、バネは伸び、バネ荷重推力は低
い値になる。一方、高速走行 (速比 High)で は逆に従

動プーリ幅は広がり、バネが圧縮されて、バネ荷重推

力は高い値となる。これは、ベルトの安定伝動のため

には本来、速比Lowで は速比Highよ りも大きな推力が

必要であることと逆の結果であり、速比Highでの推力

が過剰となって、ベルトの伝動効率を低下させる要因

となる。

図 13に 当社が開発した変速システムの概要を示し

た。この変速システムは、バネ トルクカム等による

プーリヘの推力付与は行わず、テンショナー方式によ

り、張力を付与するので、図10で示した原理により、小

さなテンショナー荷重で大きなトルク伝達が可能とな

ると共に低張力での伝動が可能となって、高効率な変

速システムが提供できる。また駆動プーリと従動プー

リにそれぞれ設けられている操作カムが、連結ロッド

により連結され、駆動プーリの開閉と従動プーリの開

開が運動されるため、ベルト変速時に余分な推力を生

じず、変速応答速度を速くできる。前述の高効率な複

合 ベルトとこの変速システムを組み合わせると、 高

負荷伝動が可能で、伝動効率が高く、変速応答性にも

優れる変速システムの提供が可能である。

操作カム                渥た●′

駆動プーリ            従動フーリ

図 13 VSW型 ベル ト変速システムの概要

33蛇 行制御平ベル ト駆動システム

摩擦伝動ベル トの中で、伝動効率のよいベル トとし

ては平ベルトが知られている。図 14に 、通常型Vベル

ト 省エネ型Vベルト 平ベルトの伝動効率の測定結

果を示す。図より、平ベル トが他を圧して効率のよい

ことが分かる。したがって、ベルト伝動で省エネを図

るためには、平ベルトを選択することが第一の方策と

なる。ところが平ベルトは、そのままではベルト幅方

向に自由に動けるために、走行時に蛇行 (片 寄り)現
象を生起し、プーリから脱落してしまうという問題が

あった。これを回避するために、フランジ付きプーリ

或いは中央部を少し膨らませたクラウンプーリを常用

するが、これらのプーリは、ベルトに余計な力が加わ

る原因となり、ベルトの耐久寿命を縮めてしまうので、

平ベルトは、ほぼ低負荷用途に限定されていた。

入力動力 (n“

図14摩擦伝動ベル トの伝動効率比較

そこで当社は、平ベルトの高効率という優れた省エ

ネ特性を生かすために、ベルトの耐久寿命に影響 しな

い蛇行制御プーリ (図 15)を 開発した。このプーリは

外筒 (本来のプーリ)内筒 (カ ラー)固定軸の3部分

からなり、外筒と内筒間はベアリングがはめ込まれ、内

筒回りを外筒が回転できるようになっている。そして

固定軸と内筒は図示のようにピンを介して結合されて

おり、内外筒は、固定軸に対し、ビン軸回りに前後 10°

程度首を振るように回転可能になっている。以下に動

作メカニズムを図 16で説明する。今プーリのピン角度

がベル トとの接触角度中心線に対して、ベルト進行方

向に15～ 25° 傾けて設置されているとする。例えば、同

図側面図でベルトが右方向へ蛇行すると、プーリに対

図 15蛇行制御プーリの構造

（Ｓ
）
＝
揆
０
●

テンショナープーリ
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EII酬 ラ

図 16蛇行制御プーリの動作メカニズム

するベルトの押し付け中心がピン軸から右方向にずれ

るため、プーリはA‐A′ のように傾く。これを上方から

見ると (上面図)、 プーリはA‐A′ のように傾いているか

ら、ベルトはプーリを通過する過程で、蛇行した方向

と反対方向へ戻される力が作用する。左方向へ蛇行し

てもプーリがB‐B′ のように傾き、同じ原理が作用する。

このように純機械的な自動制御機構が成立するので、

このプーリを駆動系のどこかに設置すれば、蛇行制御

平ベルト駆動システムを簡易に構築できる。これによ

り、平ベルトの適用範囲が広がり、ベルト伝動におけ

城 戸  隆 一

Ryuichi KIDO

1974年 入社

伝動技術研究所

る省エネ化が進むと期待 される。

最後に、環境問題は、発展途上国のエネルギー消費

と環境汚染の増大や石油を始めとするエネルギー資源

の枯渇を想定すると、将来も永劫に続 く問題である中

で、伝動ベル トは、今後も引き続 き、広い分野で使用

されよう。「環境Jを キーワー ドとして、省エネルギー

や環境負荷低減に寄与できる伝動ベル ト、伝動技術の

開発に注力 して行 きたい。
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技術資料

ゴムの摩擦・摩耗評価と試験法

AbraSion and Friction Test Methods of Rubber

和田 法明
*1

Noriaki WADA

Many abrasion and friction test methods of rubber were introduced For abrasion test methods, Inany tcst

metllods,such as Lambourn mcthod,Pico method,DIN method,arc specialized in JIS(Japanese lndustrial

standards) ThC accclcration and simulation of actual wear are required to these mcthods Frictional propcrties of

rubbcr largely changes according to various cOntact pressures, surfacc roughness, sliding spceds, etc  lt is not

required to accelerate evaluation of friction So,friction tcst methods arc hardly specialized,and each tcst method

sinlllar tO actual fnction is conducted for any purpose

1  は  じ  め  に

ゴムは高い摩擦係数とすぐれた耐摩耗性を有する。

それゆえ、相対する二つの接触面に用いて固定、発進、

方向転換、制動などの機能をもたせることが多い。ゴ

ムの摩耗試験が行われる際には、試験結果が実際に使

用される場合の現象をシミュレートしているかどうか

が重要なポイントである。しかし、ゴム製品の使用さ

れる状況はあまりにも変化に富んでおり、接触する相

手材の種類や形状もさまざまである。したがって非常

に多くのゴム製品について、一つの試験機でそれを行

うことは無理である。また摩耗現象は複雑で、実使用

条件によりいろいろな摩耗形態が生ずる。このような

状況ではあるが、いくつかの摩耗試験方法がJISを はじ

め、各国で規格として採用されている。

一方、ゴム材料の摩擦試験方法としてJlsに規格化

されている方法はない。Isoで は1999年にやっと一つ

の方法が規格化されたところである。また、ゴムタイ

ヤ関係の用途では振り子式の“Portable Skid Red“ancc

Tcster"と 回転円板式のDF(Dynamic Friction)テ スタが

ASTMで規格化されているが、他のゴム製品の摩擦挙

動は各社独自の方法で評価されているのが実状である。

これは摩擦試験の結果は実製品の現象をいかに忠実に

シミュレートしているかが求められるのに、摩擦係数

の値が温度、速度、荷重条件のみならず、摩擦界面の

状態 (表面あらさ、酸化、移着、汚れなど)や摩擦方

法 (滑 り、転がりなど)で大きく異なり、絶対的な評

価が難しいことに起因しているようである。

2.ゴ ム の 摩 耗 評 価 と試 験 方 法

21 ゴムの摩耗試験方法の分類

摩耗試験の方法を分類すると、大きくは次の図 la)

～d)に 分類されるlt a)は ピン シリンダー型の摩耗試

験機で後述するDIN摩耗試験機などはこのタイプにあ

たる。b)は ピン デイスク型の摩耗試験機で、後述する

wnHams摩 耗試験機などはこのタイプの試験機である。

a)と b)は 主として平面的なしゆう動摩耗の挙動を教て

おり、摩耗量の測定は摩耗前後の重量を測定する場合

とピンの上部に差動 トランスを設置しておいて、十法

変化を測定する場合がある。後者の方法は経時的に摩

耗量の変化を測定するのに適しており、線摩耗率 (=

摩耗寸法/摩擦距離)、 比摩耗量 (=摩耗体積/(摩擦

距離 荷重))な どを算出できる。c)は 回転法の摩耗試

験機でタイヤなどの製品の摩耗試験に使われる。後述

する改良Lambourn摩 耗試験機、Aはon摩耗試験機など

はこのタイプである。d)は回転法としゆう動法を組み

合わせた試験機であり、後述するTaber摩耗試験機や

試験片
t:」J]シ

f摩

耗材

b)

摩耗材
t〔」雪」,“

攣片

d)C)

*lR&Dセ ンター 図 1 代表的な摩耗試験のタイプ[出展 :文献1]
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LAT100摩耗試験機などはこのタイプにあたる。c),d)の

摩耗量の変化は主として摩耗前後の重量を測定して行

われる。

JIS K6264‐ 2「 ゴムの耐摩耗性試験方法」にはWilliaFns

摩耗試験、Akron摩耗試験、改良Lambourn摩耗試験、

Pico摩耗試験、DIN摩耗試験、Tabcr摩 耗試験の 6つの

試験方法が規定されている。これらの試験方法はいず

れもアプレシブ摩耗を評価する試験機である。これは

試験方法というものはある程度促進試験の意味をもつ

ためと思われる。したがって製品によれば (あ まり摩

耗の激しくない用途)、 これらの試験方法との相関のな

い場合も生じる。タイヤでは改良Lambourn摩耗試験

機、コンベヤベルトではDIN摩耗試験機がもっとも相

関が高いとされている。しかし、伝動ベルトの摩耗は

これらの摩耗試験方法ではシビアリテイ (過酷度)が
高すぎて相関性はあまりなく、相手面のあらさを低く

してシビアリテイを小さくして、評価を長時間行うよ

うな工夫などが必要になる。ISO規格としてはIso4649

としてDlN摩耗の試験方法のみが規定されていたが、

2003年 にIS023794と して「摩耗試験のガイド」が発行

された。この対応JIsが JIS K6264‐ 1であるが、これに

は前述の 6つの試験方法の他に、さらに 6つの摩耗試

験方法 (NBS摩耗試験、LAT100摩耗試験、Dunlop式

Lalllboum摩 耗試験、Marunddc摩耗試験、 ミル摩耗試

験、SchtFer摩耗試験)力澪己載されている。

22 ゴムの各種摩耗試験法

221 DIN摩耗試験法

ドイツ規格 DIN53516に 記載された内容で、日本で

もコンベヤベル トの摩耗規格としてJIs K6369に 取 り入

れ られてお り、またゴム材料の摩耗試験方法 として

IS04649、 JIS K6264 2に も取 り入れられている。した

がつて国内でも広 く利用されている。図 2に その試験

装置の概要を示すが、研摩布を巻き付けた回転 ドラム

の摩耗面に、試験片を一定の力で押 し付け、摩耗させ

る。

図2 DIN摩耗試験機の概要

222改 良Lambourn摩耗試験法

Lamboum摩耗試験機は 1928年 にIJ Lambournが発

表した方法ηで、図3に示すように、一定のスリップ率

を与えて摩耗させる方法である。一時BS903PartAに規

格化されていたが、摩耗粉の除去方法に問題があり現

在使用されている様子はない。その後 1955年 にEF
Powcllに よつて改良された

'。
円盤状の研摩材と試験片

が平行に一定の荷重で接触し、研摩材の回転をブレー

キでコントロールしながら一定の トルクや一定のス

リップ率を試験片にあたえるものである。日本でこれ

を改良したのがゴム検式摩耗試験機 (ラ バーアプレー

ダ)で、E F Powcllの 装置を基礎にしているが、研摩材

と試験片を独立して独自に回転させスリップ率、回転

速度、荷重を任意に選ぶことができるので、シビアリ

ティを幅広く変えて試験が可能となった。また、摩耗

粉の粘着をなくすために摩耗面に打粉剤 (通常JIS R6111

に規定する炭化けい素研削材を用いる)を供給してい

る。現在JIS K6264 2に規定され、日本提案により211117

年にIS023337と して規定された改良型Lamboum摩耗

試験機はこれに温度コントロールが可能になり、各種

精度が向上した装置で図 4に示す。平行な軸を中心に、

相互に独立して回転する円盤状の試験片と研摩輪とを

円周面で押し付け、両者の表面速度の差から試験片を

摩耗させる。タイヤ、靴底、ベルトなどの摩耗評価に

用いられるが、シビアリテイをタイヤの走行条件に応

じて幅広 くとれるので、とりわけタイヤの摩耗のシ

ミュレートに使われる場合が多い。さらにこの改良型

Lambourn摩 耗試験機から、タイヤの実走行に着目し、

実走行と試験結果との相関性向上のために、数パーセ

ントレベルの低スリップ率での試験を可能にしたFPS

(Ficld Pcrformancc Systcm)摩 耗試験機がある。この試

験機は、摩耗エネルギー解析を同時に行うことができ、

摩耗ライフ予測 (1000km走 行当たりの半径方向の摩耗

量)を可能にしている。

L● 転il敗 ,|(Ct
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正面図

図4改 良 Lambourn摩耗試験機

2 2 3 Pico泄養オモ言t題実主去

1959年 にE B Ncwtonら によって発表されつ、1969年

には ASTM D2228に 採用された。日本でもJIs K6264

2に規定されている。図 5に示すように、試験片に垂直

に、試験片の中心を挟んで平行に固定された 2枚の刃

を一定の力で試験片上に押 し当て、水平に置かれた試

験片を一定回転数ごとに正逆 2方向に回転させて試験

片を摩耗させる。試験精度 もよく、タイヤや一般的な

ゴムの摩耗評価に用いられる。

図 5 Pた o摩耗試験機

2 2 4 Taber摩 耗試験法

1928年にA D Campが開発 した装置'で、社名より

Tabcr摩 耗試験機と呼ばれている。1971年 にはASTM
DH75に 織物の摩耗試験機として採用され、日本では

1974年 にプラスチックの摩耗試験法としてJIs K7204

に、ゴム関係もJIs K6264‐2に規定されている。図 6に

示すように、回転する試験片上に、一対の研磨輪 (ま

たは研磨紙を巻 き付けた輪)を 一定の力で押 し付けて、

研磨輪によつて試験片を摩耗させる方法で、主に硬質

ゴムなどの摩耗評価に用いられる。小型で取 り扱いも

容易である。

図 6 Taber摩 耗試験機

2 2 5 LAT10唯耗試験法

1997年のACS(Amcrican Chcmical Socicty、 アメリカ

化学会)で K A Croschが発表 した装置。で、LATと は

Laboratoヮ Automalon Tcsterの略である。図 7に示すよ

うに、円盤状摩耗材の平面部上面に、試験片が回転 し

ながら円周面を接触させて摩耗させる。摩耗質量は、異

なるスリップ角と速度を設定することによつて生 じる

摩擦スリップから求められる。スリップ角、回転速度、

荷重などの摩耗条件を独立に設定することができるの

で、多様なゴム製品、特にタイヤの摩耗を道路条件を

シミュレー トしながら広い範囲にわたって評価するの

に適 している。

荷重付加装置

赤外線温度計

スリップ角調節

打粉材供給器

変換器

図 7 LAT100摩 耗試験機 [出 展 :文献1]

226そ の他の摩耗試験法

JIS K6264 1、 JIS K6264 2お よびISo23794に 規定さ

れているその他の摩耗試験方法を表 1に まとめる。こ

のうちの W‖Hams摩耗試験とAkron摩 耗試験の概略図

を図 8に 、Marunddc摩耗試験とミル摩耗試験の概略図

を図 9に示す。

平面図

研摩材

試料輪
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試 験 機 名 概  要

Williams摩 耗試験

(Du POnt式、Crasscni式 ともいわれ

る )

垂直に立てた研磨輪もしくは研磨布又は研磨紙を貼り付けた円盤の平面

部に、その中′さから等距離に、水平のアームに固定された2個の試験片

を、一定の力で押し付け、摩耗材を回転させて面と面との摩擦で試験片

を摩耗させる。主に、タイヤや靴底などの摩耗評価に用いられる。

Akron摩耗試験 円盤状試験片の円周面を、一定の力で研磨輪の円周面に押 し付け、両者

の回転軸に一定の角度を与え、試験片を回転させて研磨輪との摩擦で試

験片を摩耗させる。主に、タイヤや靴底などの摩耗評価に用いられる。

NBS摩耗試験 回転する ドラムに巻き付けた研磨紙上に、試験片を押 し付け、摩耗させ

る。主に、靴底などの摩ft評価に用いられる。

Maillldalc摩 耗試験 研磨布の上を試験片が多方向 (Lヽs●ouS形状)へ移動して、試験片を摩

耗させる。主に、ゴム引布などの摩耗評価に用いられる。

ミル摩耗試験 回転す る円筒状 ミル装置内で試験片 を粉砕石 と一緒 にころが して、試験

片 を摩耗 させる。主に、ベル トやライエ ングなどの摩耗評価 に用い られ

る。

Schicfcr摩耗試験 円盤状摩耗材の上を、円盤状試験片が自転 しながら回転移動 して、試験

片を摩耗 させる。摩耗材は金属板を含む種々の摩耗材が用いられる。

表 1 その他の摩耗試験機

1頃角
1旨 71N言 |

ブラシ

傾角調節用ハンドル

図8W‖ ams摩耗とAkron摩耗

Mart nd副 摩耗

図 9 MarJndal摩耗

ミル摩耗

とミル摩耗 [出 展 :文献 1]

3 ゴ ム の 摩 擦 の 評 価 と 試 験 方 法

31 ゴムの摩擦試験方法の分類

代表的なゴム材料の摩擦試験方法は表 2の ように分

類される。

摩擦特性は促進を要求される特性ではなく、データ

の変化や再現性についてもまだまだわかっていないこ

とが多いが、ゴムの摩擦の研究はAmontonと Cou10mb

減速ギヤーボックス

回転

計数計
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表 2摩 擦試験機の分類

分 類 概  要

傾斜方式 傾斜角度を増していき、動きだすときの傾斜角度を求める。おもりと滑

車による方法、ばね秤りや動力計による方法などがある。

平面滑り方式 引っ張ったり、重 りをぶら下げたりして、動きだすときの摩擦や動いて

いるときの摩擦を求める。ピン 平面方式、一定引張 り方式、スライド

法などがある。

回転円板方式 ピン状試験片などを一定荷重下で回転円板に押 し付けて摩擦係数を測定

する。ピン ディスク方式、ボール ディスク方式、デイスク 平面方

式などがある。

振 り子法方式 振り子の自由振動の減衰曲線や相手面に接したときの抵抗値などから求

める方法。Portablc Skid Rcsistancc Tcsに r、 Wcstovcr試験機などがある。

ドラム法による試験 ドラムを回転させ、その内面に試験片を押 し付ける方式や ドラム内面に

ゴムを貼 り、球状スチールと摩擦 させる場合などがある。

スライ 低速度で摩擦測定を行う方法で、平面滑り方式の一種。主として摩擦の

研究用に用いられた。K A GrOschが 摩擦特性にもWLF(Wnhams,Landcl

and Fcnッ )換算則が成り立つことを示した実験や、A Schalamachが すべ

り方向に直角にパターン(Schdlamach W″ cs)を観察した実験などが著

名である。

製品に近い形状方式 ベルト法、ロール法、タイヤの垂直昇降式すべり測定車などがある。

の摩擦の古典的法則にはじまり、Hcrzの 弾性接触理論つ、

Bowdcnと TabOrに よる“摩擦力 =凝着項十変形項 "の

関係の報告、Schallamachに よる“SchJlamach wavc"の

観察め、CrOschに よるゴムの摩擦係数のWLF式 (WJhalns,

Landcl and Fcrrv:時 間―温度換算則)で の整理
"な

どが

行われてきた。その中でそれぞれの研究のため、各研

究者独自の摩擦評価機が使われている。

32 ゴムの各種摩擦試験法

321-定 引張 り方式の摩擦試験機
Ю)｀ 1つ

広 く用いられている方法で種々の形式があるが、引

張 り試験機等を利用 して、ロー ドセルより摩擦力を求

める方法、おもりを増加させていき試験片が動き始め

るときの値から静摩擦係数を求める方法などがある。

プラスチックの摩擦係数評価方法 として ASTM D1894

やBS2782Pa● 3 31lAに も規格化されている。国内では

ヘイドン式がこの形式の試験機である。図 10にその模

式図を示す 2)。 モータにより下部の移動台に直線運動

を与え、iltア ームと横アームから構成された抵抗力伝

達機構により検出された抵抗力は、動ひずみアンプに

て増幅されて記録装置に出力される。

3 2 2 Portable Skid摩 擦試験機

英国道路研究所のsabeyゆ によって、タイヤの走行

状態をシミュレー トするために開発された摩擦試験機

固定●

図 10 ヘイ ドン式摩擦試験機の模式図 [出 展 :文献12]

である。図 Hに装置の概要
‖)を 示す。ASTME303に 規

格化されている。装置はハンディで実路面での測定や

実験室で路面を製作 して測定できる。 また得 られる

Skid抵抗値はタイヤのコーナリング係数と関係がある

といわれてお り、温度、路面のあらさ、路面の湿潤状

態を変化させて評価が行われている。

323ピ ン・ディスク摩擦試験機

回転円板法の代表的な試験装置で、ピン状試験片を

定荷重下で回転円板に押 しつけて摩擦係数を測定する

方法である。図12に この方式を用いた縦型のビン ディ

スク装置
b)を

示す。軌道径 100mmの ガラスデイスクと

3mm角 柱のゴム試料を摩擦させ、リングばねに貼 りつ
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レリースキャツチ

振 り子の中心

パランス

調節

図 11

スライダーの半径

(508m)

スライグーを持上|す る
ハン ドル

ゴムスライダー

触
さ

接
長

振り子式摩擦試験機 (PortaЫe skd Tester)[出

展:文献14]

(1)ゴ ム試料,(2)ガラスディスク,13)ウ ェィト,0ひずみ
ゲージ,151リ ングばね,16)平行ばね,(7激料ホルダー

図 12 ピン・ディスク式摩擦試験機 (縦型 )の一例 [出

展 :文献16]

けたひずみゲージで摩擦力を測定 し、接触圧力、摩擦

速度を変化させた場合の摩擦挙動や濡れ面での摩擦挙

動が調べ られた
“
口つ。

324 DFテスタ

タイヤと路面との摩擦を評価する装置として開発 さ

れた 1め
。図 13に装置の概要を示す。ASTME1911と し

て 1998年に規格化された。測定ゴム片 2個 を取 り付け

た円盤を、路面から電磁石で引き上げた状態でモータ

を高速回転させ、速度が約90km/1に 達 したところで駆

動電源 を切 つて、一定荷重下での摩擦係数 を lo～

80km/1の範囲で測定する。路面に散水 しながら.T価 で

きるようになってお り、濡れた界面でのすべ り摩擦係

数を評価できる。実際のタイヤと路面のすべ りは、バ

スの床に穴をあけ、そこから測定用の車輪を昇降させ

るすべ り抵抗車が一般に用いられるが、DFテ スタはそ

の評価と非常に相関が高いといわれている。

図 13 DF(Dynamic Fttclon)テ スターの模式図 [出 展 :

文献18]

3 25 1SOで 規格化された測定法

IS015113と して1999年 に平面一定引張方式の摩擦

測定法が「ゴムの摩擦特性の測定法Jと して規格化さ

れた。IS015 H3で は、参考ではあるが、図 14(a)の よう

な形式ではエッジ効果により摩擦評価が不安定になり

ステイック滑りが起こりやすくなるので、図14(b)の よ

うな形式を推奨している。しかし、この規格では測定

荷重や摩擦速度などの標準条件は規定しているが、試

験機や試料の大きさまでは規定 していない。またス

テイック滑りに対し、力の振幅が摩擦力の30%を越え

る場合は装置の見直し、調整を行うよう規定されてい

る。

図 141S015113で 推奨 されている測定方法 ((b)を 推

奨 )

326実 用製品に近い摩擦試験機

ベル ト法としてはプーリにベル ト状の試験片を巻き

付け、プーリを回転させて摩擦係数を報1定する方法が

ある。図 15に その模式図を示す。この場合見かけの摩

(b)
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擦係数μ
′は次式により求められる。

μ
′
θ=10g(T,/T2)

ロール法としては2本 ロール(ゴム試料ロールとテフロ

ン製フリーロール)の 間に相手材を挟み、試14ロ ールを

回転 させてロー ドセルで摩擦係数 を測定する方式や

ローラ起動加速時のすべ りを動的計測する方式
り
'0な

どがある。図 16に後者の装置を示す。前者の方式に比

べ、通常ステイック滑 りを生ずる高摩擦領域でのすべ

りを検知できる特徴がある。

図 15ベル ト式摩擦試

験機の一例

押圧カ

図 16ロ ール式摩擦試験機
の一例 [出展 :文献19]

4ま と め

ゴムのF―
k耗試験には非常に多くの種類の試験機が開

発されている。裏を返せば、ゴム製品は非常に多様な

使われ方をしており、その摩耗現象をシミュレートす

るのに決定的な試験機はなく、それぞれの目的に応じ

て使い分けられているともいえる。実製品の摩耗現象

を注意深く観察し、それを再現する試験機種の選択と

促進試験条件の決定が重要である。また試験結果には

相手材のあらさ、接触圧力や摩擦速度だけでなく、温

度や発熱の影響も著しく大きい。さらに摩耗材の表面

の汚れは、摩耗速度に影響を与える。この汚れは摩耗

が進行して起こる摩耗材や試験片の変化を含む。摩耗

材の摩耗粉による目詰まりや粘着が起きた場合、その

試験結果は無効とすべきである。これらの諸条件をク

リアした上で、今後はコンピューターによる実用摩耗

との相関にもとづくシミュレーション化が進んでいく

ことが期待される。一方、摩擦試験はそれぞれの実用

や目的に応じた形で種々の評価方法が行われているの

が実状であろう。摩擦というものは諸条件や試験方法

をきっちり規定しなければ大きく変動するものである。
ゴムは摩擦係数が大きいことが特徴であり、また変形

も大 きい。 したがって平面での摩擦 では、かな りの条

件範囲でステ イック滑 りとな り、この場合は評価 も難

しくなる。さらに繰 り返 し摩擦では、相手面への移着、

表面あ らさの変化 によ り界面の状態 も変化 して くる。

この場合、単に得 られた数値の比較だけでは、得 られ

る1青報 も少な くなる。やは り界面が どうい う状態であ

るかをはっきりと認識 した上で、摩擦力、摩擦係数の

値 を議論 してい くことが必要であろう。
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特 許・ 実 用 新 案 登 録 一 覧

(200710 - 2008 9)

(日 本特許 )

特許番号 発明者 発明の名称 ・ 要約

源貞Hlo l12993[H100423]

開 Hl1 303944[Hl1/1lЮ 2]

登 4057695-[2007/1ν 21]

行

章

宏

雅

中

野

坂

荻

〈名称〉高負荷伝動用Vベル ト

く要約〉弾性率が互いに異なる高弾性率ゴム層と低弾性率層とをベルト厚み方

向に積層 して各張力帯を形成する。また、その高弾性率ゴム層のベル

ト幅方向の弾性率を600MPa以上とし、低弾性率ゴム層のベルト方向の

弾性率を550MPa未 満とする。さらに、低弾性率ゴム層は、各張力帯の

少なくとも背面側端部に設ける。

原頁H10143245[H10/05/25]

開 Hl1 333943〔 Hll′ 12′07]

登 4152014[2008Ю 7′ 11]

田島 義隆 く名称〉伝動ベルト及びその製造方法

く要約〉片面に未加硫ゴム層が積層された平織布をバイアスカットして複数の

布片を形成し、この複数の布片の接続に突き合わせ接続方式を採用し

て帯布を形成し、該帯布を所定長さに切断し、得られた切断布をベル

ト成形用 ドラムに巻付けて該切断布の両端同士の接続に重ね合わせて

接続方式を採用する。

願 H07068582[H07′ 03′01]

開 H08-231385〔 H08′ 09/10〕

登 4171077-[2008′08′ 15]

明

志

之

正

徹

田

原

本

飯

幸

山

く名称〉経皮投与薬用支持体

く要約〉厚さ1～ 10μ mのバリヤフイルムと、秤量5～ 20g/m2の 不織布からな

る軟質フイルムとを接着した積層フイルムであって、バリヤフイルム

側の面を蛇腹構造に成形してなる経皮投与薬用支持体。

願 H09138299[H09′ 05′28〕

開 H10331919[H10′ 12′ 15〕

登 4179647-[2008′09′05]

彦

登

曰
日

寺蔵

嶋

宝

吉

く名称〉Vリ ブベル トの幅カット装置

く要約〉駆動ロールの、予定する輪切 り位置に対応する部位の凸部は、先端部

が切断されて平面となり、輪切り位置に対応 しない部位の凸部の高さ

よりも低く形成する。幅カットの際、カッターによつて駆動ロールと

の干渉を生 じることはない。

原頁H09-339542[H09′ 12/10]

開 H H 170273[Hll′ 06′29]

登 4055870-12007/12/21]

宝蔵寺昌彦 〈名称〉伝動ベルトの加硫方法

く要約〉加硫後、冷却して収縮する前に、円筒状金型に形成された流体供給孔

を通じて、円筒状の加硫後のベル ト成形体と円筒状金型との間に空気

を金型の内部から供給する。その空気によって円筒状の加硫後のベル

ト成形体と円筒状金型との接着を解消する。

願 H1015677[H10/01/28]

開 Hl1 210848〔 Hll′ 08′03]

登 4163777[2008Ю 8′011

郎

治

敏

清

場

野

馬

端

く名称〉リング状ベルトの搬送 着脱装置

く要約〉工程間に移動される装着ハンガーによリリング状ベルトを搬送し、そ

のリング状ベルトをベルト加エブーリに着脱する方法であって、リン

グ状ベル トを工程間を移動する移動ベースに支持された装着ハンガー

に懸吊して移動し、装着プッシヤによリリング状ベルトをベル ト加工

プーリに移送する。加工終了後、ベルト加エプーリの後方に取り付け

られた脱荷プッシヤによリベルトを後工程へ移送する。

願 H1044579[H1002Ю 9]

開 Hl1 231616[Hll′ 08′27]

`奎

4100586-12003/03′28]

永見 晴資 く名称〉導電性ローラ

く要約〉円柱状の志金と、上記志金と、上記芯金の周囲に同心円状に積層され

た導電性を有する加硫ゴム層とからなる導電性ローラであって、上記

加硫ゴム層は、内層及び外層からなるエビクロルビドリン系共重合体

を含むポリマー組成物からなるものである導電性ローラ。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

願 H10265899[H10/09/21〕

開 201X19728912000/047041

登 4067195[2008701′ 18]

梅田  栄 く名称〉高負荷伝動用Vベル ト

く要約〉下向き係合凸部側であるプロック下面と上向き係止凹溝側である張力帯

上面との間に隙間を形成し、ベル ト走行時に互いに干渉しないようにす

る。

願 H10271328〔 H10′ 09′25]

開 2000‐95314〔 2000/047041

登 417111412008708′ 15〕

大飼 雅弘 く名称〉ベルトコンベヤ、搬送ベルトの芯体検査装置及び搬送ベル トの志体検査

方法

く要約〉芯体の埋設された搬送ベルトが走行可能なベルトコンベヤに於いて、前

記搬送ベルトの一面を押圧する押圧体が設けられ、前記押圧体には、搬

送ベルトからの反撥荷重検出体が設けられていることを主要な解決手段

とする。

願 H10277735〔 H10/09/30]

開 21XX1 104796[2000′

“

νll〕

登 4152018-〔 2008707′ ll〕

幸

彦

弘

光

藤

橋

佐

高

く名称〉高負荷伝動用Vベルトに用いられるプロックの製造方法

く要約〉プロックの摺接部に対する段差影響を少なくして樹脂欠けや斜行をなく

しベル ト性能を高めるとともに、成形されたプロックの脱型作業をし易

くする。上型 15と 下型 16と からなり、下型 16の キャビテイ容量が上

型15の キャビテイ容量よりも大きくなるようにパーテイングラインL

力漱 向きにセットされたプロック本体のベルト幅方向両側部におけるベ

ルト長手方向中央から上型15寄 りに偏って設けられたプロック製造用

金型 14を 用意する。そして、下型 16にプロック本体をベルト進行方向

となる側が下に向くように横向きにセットし、型締め,大態で金型 14の

キヤビテイ17に樹脂を充填してプロック本体の少なくともベルト幅方

向両側部が樹脂によってtrK覆 されたプロックを得る。

願 H H 038088〔 H!1702′ 17]

開200023381512000/08/29]

登 418382,121X18709/121

東   篤 く名称〉耐熱コンベヤベル ト

く要約〉耐摩耗性及び耐クラック性の相反する特性を同時に備えた耐熱コンベヤ

ベルトを提供する。運搬物搬送面側にカバーゴム層が設けられた耐熱コ

ンベヤベルトであって、上記カバーゴム層は少なくとも2層から構成さ

れ、これらの層は、互いに異なるゴム組成物からなる耐熱コンベヤベル

ト。

願 H‖
`1626[HH702′

19]

開 20111123819012000/09705]

登4146565[2008/06/27]

林   亨 く名称〉熱接着マーキングシー ト

く要約〉基布からの染料の移行昇率を抑制することができ、着色層の変化も少な

く、柔軟性に優れた熱接着マーキングシー トを提供する。基材シー ト上

に、着色層、バリヤー層、接着剤層が順次積層された熱接着マーキング

シー トであつて、上記接着剤層は、上記着色層及び上記バリヤー層より

低い融点を有するホットメルト接着剤からなり、上記基材シー トは、上

記着色層から剥離可能であり、上記バリヤー層は、基布中の染料を上記

着色層まで移行させない物質を含有する熱接着マーキングシー ト.

願 Hll 197802[Hl1707′ 12]

開2∞ 12031912001701/23]

登 41521142〔 2008707′ H]

長谷川正己 く名称〉旋回 俯仰式コンベヤ装置

く要約〉深度堀肖1工事等は、その進歩により切り羽が水平方向、鉛直方向に拡大

される。しかし、従来の土砂等を搬出するコンペヤ装置では、そのフ

レーム等を支持する基礎が固定されるため移載点が固定されるので、土

砂等を切り羽より移載点に搬送するために多くのコス トと時間を要し

た。そこで、前記移載点の移動範囲を拡大できる旋回 俯仰式コンベヤ

装置を提供する。旋回中心架台に水平旋回可能に支持された旋回塔と、

旋回塔に俯仰可能に支持された俯仰ブームと、この俯仰ブームに装着さ

れた前端部に鉛直走行部を有する波桟 横桟付コンベヤベル トと、その

波桟 横桟付コンベヤベル トの排出部の下方に設けられたベル トフイー

ダーとを設ける。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

原賣H10-44580〔 H10′ 02′09〕

開 HH 231617[Hll′ 08′27]

登 4100587-12008/03/28]

永見 晴資 く名称〉導電性ローラ

く要約〉導電性及び非汚染性に優れた導電性ローラを提供する。円柱状のテよ金

と、上記芯金の周囲に同心円状に積層された導電性を有する加硫ゴム層

とからなら導電性ローラであって、上記加硫ゴム層は、内層及び外層か

らなるものであり、上記外層は、エビクロルヒドリン、エチレンオキサ

イド及びアリルグリシジルエーテルからなるエピクロルヒドリン系共重

合体を含むポリマー組成物からなるものである導電性ローラ。

願 2001 394449121Xll′ 12′26]

開 200319416712003/07′ 091

登 4180822-[2008′09′05]

端

栄

微

野

田

原

奥

梅

桑

く名称〉背面テンションプーリ用エラストマー組成物、背面テンションプーリ及

びベルト伝動装置

く要約〉張力帯に噛合状態により係合固定された多数のプロックを備えてなる高

負荷伝動用 Vベ ルトが背面にて巻き掛けられそのVベルトに張力を付

与する背面テンションプーリにおきその背面テンションプーリに起因す

るベルトのプロックの固定度の低下や破損、プロツク表面の樹脂の欠け

を抑制し、プロックの斜行現像の発生を低減する。背面テンションプー

リにおいてVベ ルトが接触する外周面の接触層をエラストマー組成物

で形成しプーリに高負荷伝動用Vベルトが背面にて巻き付 く時のプー

リからベルトに作用する衝撃力や振動を小さくする。このエラストマー

組成物の貯蔵弾性率は30MPa～ 300MPaと しエラス トマー組成物のJIS

規格によるゴム硬度はC型 50～ 90と する。エラス トマー組成物はジア

クリル酸亜鉛やジメタクリル酸亜鉛からなる重合可能なカルボン酸金属

塩モノマーで補強されたパーオキサイド架橋系ゴム組成物からなる。

願 2002-3499612002/02/13]

開 2003Z∞ 7212∞3708727]

登 4078088〔211118702708]

柳 京太郎

池村征四郎

宮田 博文

村尾 雅之

松岡  宏

荒木 伸介

く名称〉オー トテンショナの制御装置

く要約〉エンジンの補機駆動システムにおけるベルトの張力を自動的に調整する

オートテンショナに対し、テンショナのアームやベルトスパンの振動を

制動して異音の発生やベルトの寿命低下を防止する。オートテンショナ

のダンパは、磁気粘性流体MRFの粘性抵抗によリアームの振動を制動

させるものとし、このダンパに励磁により磁気粘性流体MRFに 磁力を

付与する電磁石を設け、アームの振動をテンショナ振動ビックアツプに

より、またベルトのスバンの振動をベル ト振動ピックアップによりそれ

ぞれ検出し、アームが所定量以上振動し又はベルトのスバンカ`所定量以

上振動したとき、電磁石の励磁により磁気粘性流体MRFに磁力を付与

し、磁気粘性流体MRFの粘性抵抗を増大させてアームやベルトスパン

の振動を抑制する。

願 2∞235000[2002702/13]

開 2003-24007312003′ 08′27]

登 4078089〔 2008′02/08]

柳 京太郎

池村征四郎

官田 博文

村尾 雅之

松岡  宏

荒木 伸介

く名称〉オートテンショナの制御装置

く要約〉エンジンの補機駆動システムにおけるベルトの張力を自動的に調整する

オートテンショナにおいて、そのアームの振動を抑希1し て異音の発生や

ベルトの寿命低下を防止する。オー トテンショナのダンパは、磁気粘性

流体MRFの 粘性抵抗によリアームの振動を制動させるものとし、この

ダンパに励磁により磁気粘性流体MRFに磁力を付与する電磁石を設け、

エンジン回転数及びエンジン負荷に基づき、エンジンの回転変動が所定

以上に大きい運転領域として低回転負荷領域を検出し、この運転領域で

は、電磁石の励磁により磁気粘性流体MRFに 磁力を付与 し、磁気粘性

流体MRFの粘性抵抗を増大させてアームやベルトスパンの振動を制動

し、ベルトのスリップや叩き音等の異音の防止化、ベルトの高寿命化を

図る。
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特許番号 発明者 発明の名称 ・ 要約

原員2002‐ 35004[2002′ 02/13]

開 2003‐ 240074[2003′ 08/27]

登 4078090[2008′ 02/08〕

柳 京太郎

池村征四郎

宮田 博文

村尾 雅之

松岡  宏

荒木 伸介

く名称〉オートテンショナの制御装置

く要約〉エンジンの補機駆動システムのおけるベルトの張力を自動首|に調整する

オートテンショナに対し、エンジン回転の急激な減速状態でも、テン

ショナのアームが変動するのを,1制 して異音の発生やベルトの寿命低下

を防止する。磁気粘性流体MRFの 粘性抵抗によリアームの変動を制動

させるダンパと、このダンパの磁気粘性流体MRFに磁力を付与する電

磁石とを設け、エンジンの急減速状態を検出して、この検出時に電磁石

を励磁状態に制御 し、ダンパの磁気粘性流体 MRFに磁力を付与して

アームの変動を制動するようにし、エンジンの急減速時のベルトのスリ

プや叩き音等の異音の防止化、ベル トの高寿命化を図る。

願 2002-68853〔 2002/03′ 13]

開200327092412003709/25]

登 4148447-[2008/07′04]

一二

資

雄

晴

野

見

奥

永

く名称〉現像ローラ

く要約〉良好な画像が得られ易いと共に、表面層の害lれや剥離が発生し難くし、

優れた耐久性を呈しうる現像ローラを提供する。本発明に係る現像ロー

ラは、弾性を有する弾性基材層の表面に表面層が備えられてなる現像

ローラであって、前記弾性基材層は、極性を有するゴムを含有してな

り、前記表面層は、フッ素含有オレフィン系樹脂と、Tgが -40～ 120

℃のアクリル系樹脂とを含有する混合物からなることを特徴とする。

願 2002114794[2002/04/17]

開 2003314621[2003/11/06]

登 4185701〔 2008Ю 9/12]

渋谷 知哉 く名称〉歯付ベルト及びその製造方法

く要約〉歯付ベルトの補強布からのゴムのしみ出しを抑止し、ベル ト走行中にゴ

ム粉が落ちないようにする。歯付ベルト本体のベルト歯額1表面が補強布

で被覆された歯付ベルトにおいて、補強布を、レブルシン ホルマリ

ン ラテックス水溶液に浸漬した後に加熱温度140℃ 以下及び加熱時間

5分以下で加熱する処理を施した布であって、ベルト長手方向に伸性を

有するもので構成する。または、補強布を、レブルシン ホルマリン

ラテックス水溶液に浸漬した後に加熱する処理を施した布であって、レ

ゾルシン ホルマリン ラテックスの被膜を含む付着物を布の質量に対

して40質量 %以上付着させた布で構成する。

原頁2002-182479〔 2002′06′24]

開 2004-2815612004′ 01/29〕

登 4046557[2007/Hお 0]

大飼 雅弘

高橋 光彦

梅田  栄

藤日 昌秀

く名称〉高負荷伝動用Vベ ルト

く要約〉左右の張力帯と、各張力帯に噛合状態により係合固定された多数のブ

ロックとからなる高負荷伝動用Vベ ルトに対し、その各プロックにおけ

る補強部材の上下ビーム部の根元部分やピラー部にかかる応力集中を減

少させ、プロック重量の増加を招くことなくベルトの伝動負荷を増大さ

せて高速走行時や高 トルク伝動時の耐久強度を向上させる。補強部材の

上ビーム部上面の左右略中央部に凹陥部を形成し、この凹陥部両側の上

ビーム部上面に膨出部を上ビーム部の基端部付近に
'十

応するように形成

し、プロックの慣性力の増加を抑えながら、上ビーム部の基端部の強度

を大きくする。補強部材の上ビーム部基端部下面と下ピーム部基端部上

面とピラー部の左右側面とが略円弧形状に滑らかに連続した円弧1夫面を

形成するようにし、上下ビーム部基端部に対する応力の集中を回避し、

ベル トの耐久強度の向上を図る。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

願 20021841811200270025]

開 200428182[200″01′29]

妥畜4141188-[2008′06/20]

渋谷 知哉

門田 俊哉

く名称〉歯付ベルト

く要約〉ベルト曲げ同1性の低い伝動ベルトを提供する。伝動ベルトは、ベル ト本

体に略ベル ト長手方向に延びるように,さ線が埋設されている。上記心線

は、大幅部分と細幅部分とが長手方向に交互に配列した側面投影形状を

有し、ベルト曲げ変形を受けたときに細幅部分が′じヽ線に生じる曲げ応力

を開放するように構成されている。

願 200222291612002/0フ′311

開 2004-60843[2004/o2/26]

登 4072393-[2008′ 01′25]

官田 博文

村尾 雅之

松本 英樹

く名称〉ベルト伝動装置

く要約〉モータジェネレータとエンジンとの間でベルト伝動を行うベルト伝動装

置において、エンジンが駆動開始するときのベルトの伸びによる緩みを

抑制してベルト伝動を安定させる。オートテンショナは第 1ス パンを押

圧する。磁力制御部は、モータジェネレータによリエンジンを駆動する

ときに、テンションプーリが移動不能にオートテンショナを固定させ

る。緩み解消制御部は、モータジェネレータによリエンジンを駆動する

ときに、偏心カムを回動させてアイドラプーリをベルト内側に移動させ

ることにより、ベル トの緩みを吸収させる。

願 2002222936〔 2002707/31]

1開 2004-60846〔 2004′02′26]

登 4072394-12008/01/25〕

官田 博文

村尾 雅之

松本 英樹

く名称〉ベルト伝動装置

く要約〉スタータ機能を有するモータジェネレータとエンジンとの間でベルト伝

動を行うベルト伝動装置において、ベルトの寿命を延ばす。オートテン

ショナをエンジン運転中の緩み側スパンとなる第 1ス バンに配置する。

オー トテンショナは、ソレノイドによる磁気粘性流体MRFへの磁力付

与によリテンションプーリを移動不能に固定可能とする。磁力制御部

は、モータジェネレータが駆動側となってエンジンを始動させる駆動状

態においてオー トテンショナを固定する一方、エンジン運転中はオート

テンショナの固定を解除する。

源貞2002-239424[2002′ 08/20]

開 2004-7687412004´ 〕3/111

登 4088496-[2008′ 02′29〕

福田 耕治

谷口 淳弥

自木 勇人

く名称〉オー トテンショナ

く要約〉複数のプーリ間に巻き#ト ナられたVリ ブドベルトの張力を自動的に調整

するようにしたオートテンショナにおいて、アーム部をテンションプー

リがVリ ブドベルトを押圧するように回動付勢する板リコイルスプリン

グと、アーム部の回動部材のボス部との間に設けられ、回動部材の回動

を減衰させるスプリングサポートのフランジ部が組立時に破損するのを

防lLす る。スプリングサポートのフランジ部の表面において、このフラ

ンジ部裏面の外周縁角部に設けられた面取り部よりも中心側に、スプリ

ングサポー トの円筒部と略同心状に、略円環状の凸部を一体形成する。

原頁2002-253978[2002′ 08′30]

開 2004‐ 92761[2004′ 03/25〕

登 4189186〔 2008Ю 9/19]

高橋  長 く名称〉伝動ベル ト

く要約〉心線力浬 設された接着ゴム層のベルト内面側にリブゴム層が積層された

Vリ ブドベルトにおいて、クラックないし摩耗の進行程度に応じてベル

トを交換する際に、適正な交換時期を判りやすくできるようにする。リ

ブゴム層のベルト内面側の内面部位と、接着ゴム層とがカーボンプラッ

クによる黒色であるのに対し、リブゴム層のベルト背面側の背面部位

を、ホワイトカーボンにより自色する。そして、ベルト内面側から目視

して、黒色の内面部位中に自色の背面部位が露呈 したときには、ベルト

交換時期が近いと判別し、自色の背面部位中に黒色の接着ゴム層が、露

呈したときには、ベル ト交換時期であると判別するようにする。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

原員2002-258207〔 2002′09′03]

開 2004-9601712004703/25]

登 4109933-〔 2008′04/11]

彦

也

克

卓

畑

外

く名称〉磁気粘性流体

く要約〉経時的に安定した磁気粘性特性を発現し、かつ、広い温度範囲、とりわ

け低温においても大幅な粘度上昇をおこさない磁気粘性流体を提供する

炭化水素系油及びセピオライト有機誘導体からなる媒体に磁性粒子力粉

散している磁気粘性流体であつて、25℃、歪み lo%で の複素弾性率 G*

が 1～ loooooPa、 損失係数 tan δが0001～ 50であり、-30℃、歪み

200%、 周波数 lHzでの複素粘度が 100Pa s以下である磁気粘性流体。

原頁2002-293356[2002′ 10′07]

開 2004-126415[2004′ 04′22]

登 4156335-[2008′ 07′ 18]

岩崎 成彰 く名称〉電子写真装置用ブレード

く要約〉安価な材料をしようし、原料調整の際の煩雑さや汚染物質のブリードア

ウトを抑制しつつ、電子写真装置用ブレードの低摩擦化を図ることを課

題とする。ポリウレタンエラストマーよりなる電子写真装置用ブレード

であって、前記ポリウレタンエラス トマーが、主剤となるポリオール化

合物に加えて、N,N― ビス(2-ヒ ドロキンプロピル)ア ニリンを第 2

のポリオール化合物として配合してなることを特徴とする。また、ポリ

ウレタンエラス トマーが、イツシアネー ト化合物として4, 4'― ジ

フェニルメタンジイツシアネート、ポリメチレンポリフェニルポリイソ

シアネート、 トリレンジイツシアネート、ナフチレンジイツシアネー

ト、ヘキサメチレンジイツシアネート、イツホロンジイツシアネートか

ら選ばれる少なくとも一つを配合してなり、好ましくは、ポリメチレン

ポリフェニルポリイツシアネー トを配合してなることを特徴とする。

願 2002-301863[2002′ 10/16]

開 2004-138118[2004′ 05′ 13]

ζ量4191974-[2008109′26]

稔

治

猛

耕

弦

田

藤

金

福

斎

〈名称〉オートテンショナ

く要約〉オートテンショナ全体のパッケージングを小さくしながら、固定部材

14に おけるスピンドル部 13の 強度を確保する。固定部材 14に 、ベル

ト張力の調整中にスピンドル部13を 基端部で曲げようとする最大曲げ

応力が作用する方向とスピンドル部中心軸13aに 対 し反対側に、補強部

としての肉厚部51を設ける。

願 2002337036[200ν l1/20]

開 2004170713[20040σ 17]

登 4156350-[2008/07718]

永見 晴資 く名称〉電子写真装置用現像ローラーの製造方法

く要約〉ゴム層の製造が1ヒ較的簡便であり、しかも、硬度上昇が抑制されている

と共に、画像欠陥を引き起こす虞も少ない電子写真装置用ゴムローラー

を提供する。本発明は、志金と、該芯金の外周に周設されたゴム層とを

備えてなる電子写真装置用ゴムローラーであって、前記ゴム層は、カー

ボンブラックが配合され且つ絶縁性無機微粒子の配合量がゴム成分100

重量部に対して 5重量部以下であるゴム組成物からなり、前記カーボン

ブラックの平均粒子径力●Onm以上であることを特徴とする電子写真装

置用ゴムローラーを提供する。

願 2003017314[2003/01β l]

開 2004‐ 226891〔 2004/08′ 12]

登 4184102-[2008′ 09′ 12]

仲西三樹子

武居 正史

吉永 耕二

く名称〉コロイド溶液、コロイド結晶及び固定化コロイド結晶

く要約〉高密度の微粒子を用いた場合であっても、微粒子の沈降や二次凝集等が

生じることがなく、微粒子同士が所定間隔を保ち、分散安定性に優れる

とともに、高密度の微粒子であっても、微粒子同士が所定間隔を保って

規則的かつ周期的に3次元配列した結晶構造を維持することができ、

フォトニック材料としての光学特性に優れるコロイド結晶を得るに適し

たコロイド溶液を提供する。媒体中に微粒子が分散したコロイド溶液で

あって、前記微粒子は、ゼータ電位が絶対値で10mV以上であるコロイ

ド溶液。
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特許番号 発明者 発明の名称 ・ 要約

原貞2003‐ 15234312003′ 05′29〕

開 2004‐ 353764[2004′ 12′ 16]

登 4020423[2007/1005〕

吉永

清友

作

志

英

達

く名称〉粉体シール性を有する軸受 回転軸構造

く要約〉シール部品を設けることなく、成形カロエが容易な少ない部品点数を用い

て、粉体シール性を有する軸受 回転軸構造を実現する。軸受と回転軸

の 2部材からなる粉体をシールする軸受 回転軸構造であって、軸受と

回転軸とが径の異なる複数の摺動面を有する粉体シール性を有する軸

受 回転軸構造。

願 2003162823〔 2003/06/06]

開 2004360387〔 2004712ρ 4]

登 4021805-12007/10/05]

既
鶴
娘
剃
断
飢

藤

田

上

江

立

佐

岩

村

堀

足

原

く名称〉シャッタ用シートのガイド片構造

く要約〉シートとガイド片との剥離を防止すると共に、シートの巻き取り栗だ再

及びシートの外れの修正をスムースに行うことができるシャッター用

シートのガイドを提供する。可撓性を有するシートの両倶1に 沿つて所定

の間隔を有して突設する複数のガイド片を、シートシャッタの左右のガ

イド部内に進退方向に沿って案内移動させるシャッター用シート出会っ

て、前記ガイド片を側面視で半円弧状または三角形状をなす山形突起に

すると共に、山形突起の頂部ガイド面から進退方向に裾野をなすガイド

斜面を形成し、該ガイド斜面の斜面端に可撓性を有せしめてシー トと接

合した構成にする。

願 2004-098251[2004′ 03′30]

開 2005-28399512005′ 10′ 13]

登 4190449-[2008′09′26]

資

〓
一
平

晴

雄

高

見

野

村

水

奥

奥

く名称〉電子写真装置用現像部材

く要約〉ウレタン樹脂と共に塗布されるアクリル樹脂として従来のものとは別種

のアクリル樹脂を用いつつも、塗布ムラの少ないものとなりうる現像部

材を提供することを課題とする。本発明は、ゴム基材と、該ゴム基材の

表面側に設けられ、摩擦によリトナーを負帝電させる表面層とを備え、

該表面層が、ウレタン樹脂とアクリル樹脂との混合物からなる電子写真

装置用現像部材であって、前記表面層は、前記混合物が溶媒に溶解され

た溶液を塗布することにより形成されてなり、前記アクリル樹脂とし

て、メタクリル酸―メタクリル酸メチル共重合体からなる主鎖にアミノ

エチル基がグラフトされてなるグラフト化合物が用いられてなることを

特徴とする電子写真装置用現像部材を提供する。

原員2005・ 278177[2005/09′ 26]

開 2007‐ 08366912007′ 04′05]

登 4171485-[2008′08′ 15]

一ユ［　
Ｂ印
　
＋入

裕

文

邦

藤

山

宝

佐

西

七

く名称〉積層シー ト

く要約〉3次山面形状基材へ貼 りあわせ時における加工性や、耐擦傷性、耐薬品

性、耐汚染性に優れた積層シートを提供する。ポリエステル樹脂層及び

表面処理層を有する積層シートであって、上記ポリエステル樹脂層は、

テレフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、1,4-シ クロヘキサンジカル

ボン酸及びイソフタル酸からなる群より選択される少なくとも1種 を

80ヽ 100モ ル%含むジカルボン酸成分と、炭素数2～ 10の ジオールを

80～ 100モ ル%含むジオール成分とを構成成分とするポリエステル樹

脂 (a)、 テレフタル酸50～ 95モ ル%、 及び、イソフタル酸又はその

エステル形成誘導体5ヽ 50モ ル00を 含むジカルボン酸成分と、エチレ

ングリコールを含むジオール成分と、炭素数 2以上の繰り返し単位を有

するポリエーテルとを構成成分とするポリエステル樹脂 (b)、 並びに、

滑剤 (c)を 含有し、上記ポリエステル樹脂 (a)及 び上記ポリエステ

ル樹脂 (b)の混合比 〔(a)/(b)〕 が質量基準で2/98～ 70/30
であるポリエステル樹層用組成物を成形することにより得られ、前記表

面処理層は、アクリルーフッ素系樹脂 (d)及 びポリイツシアネート

(e)を 含有する表面処理層用組成物から得られる。
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特許番号

願 2006-026440[2006/02/03]

開 2007-20423712007/08/16]

登 4041830-12007′11/16]

願 2006-30529212006/11/10]

開 2008-12092〔 2008′05′29]

登 4125341[211118/05′ 16]

発明の名称 要約

く名称〉突起付きベルト

く要約〉樹脂製突起の結合強度を向上 した突起付きベルトの提供。樹脂製突起

を、背面に凸状支持部を設けた熱硬化性樹脂製ベル トの該凸状支持部

に、射出成形にて一体化 したベルトであって、樹脂製突起と該凸J大支持

部との結合手段として、ベルト凸状支持部に突き刺し挿入されたU字針

状体を用いたことを特徴とする突起付きベル ト。

く名称〉伝動ベル ト及びその製造方法

く要約〉高温雰囲気下での劣化が抑えられ、また低温雰囲気下での柔軟性に優

れ、さらに摩耗しにくい伝動ベルトを提供することを課題とする。本発

明は、上記課題を解決するべ く、チグラーナッタ触媒存在下で重合され

てなるエチレンーα―オレフィン共重合体ゴムであるチグラーナッタ触

媒型エチレンーα―オレフィン共重合体ゴムと、メタロセン触媒存在下

で重合されてなるエチレンーα―オレフィン共重合体ゴムであるメタロ

セン型エチレンーα―オレフィン共重合体ゴムとの重量比が50/50～

90/10であるゴム組成物で構成されていることを特徴とする伝動ベル

トを提供するものである。

吉田 裕彦
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新製品紹介

小プーリ・ナイフエッジに対応する食品用樹脂コンベヤベル トの紹介

(担当 :産業資材事業部 技術部 軽搬送技術 グループ )

くこの製品の必要性について>

コンビニエンスス トアに陳列されるお菓子に見られるように、お菓子の市場ニーズは、一ロサィズのような小型

サイズが増えてきています。

製品が小型化 していることにより、製造工程のコンベヤ乗 り継 ぎ部分は、広幅 (1,200mm)の コンベヤでもプーリ

径φ15ヽ 20 mmの Jヽ径が増えてきています。ナイフエッジについてもR3mmの小エツジが増えてきています。(ナ イ

フエッジの用語説HFlは 次ページにあります )

お菓子などの製造工程、特にオーブン後のコンベヤはエンドレス耐熱性を得るため2plyベ ル トが選択されますが、

従来の2plyベ ル トでは、ベル トが硬いため小プーリ ナイフエッジヘのJ‖ 染みが悪 く、また無理に使 うとエンドレス

部が破損するなどの問題がありました。

このため、小プーリ ナイフエッジに対応 し、オープン後にも使用可能な食品用ベル トが求められていました。

2口yベル トをナイフエッジで使用している例

(ビ スケット生地を搬送)

2口yベル トを回―ラエッジで使用している例

(オ ープン直後のビスケットを搬送)
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<ベル ト仕様について>

新製品SL F1201は 、以下の特長を備えています。

①最小プーリ径 φ10mmで使用可能です。※1

②ナイフエッジ R2mmで使用可能です。※1

③ノンフレイ (耳 ほつれ防止性能)を有しています。※2

④抗菌 防カビ性能を有しています。※2

※1フ ィンガージョイント時の達成値です。

ジョイント方法により、適合プーリ径 ナイフエッジRが異なります。

※2従来品 SL F1200同 等の性能を有 しています。

ナイフエ ッジ

ナイフエッジ

ナイフエッジは小物搬送ラインの乗 り継 ぎ部 などで

用いられます。回転プーリに比べ、乗 り継 ぎ部を小さ

くできる特長があ ります。ナイフエッジで使用する

ベル トには、縦方向柔軟性、屈曲耐久性が必要です。

ベル ト仕様

品名 新製品SL F1201 従来品 SL F1200

ベル ト構造

構造図

カバ ー ポ リウレタン ポリウレタン

色調 自 自

心体 ポ リエステル ポリエステル

プライ数 2 2

帯電防止 有 有

最小プーリ径 l―l) φ10 25

ナイフエッジR lmm) 2 8

ノンフレイ

(耳 ほつれ防止性能)
有 有

抗菌 防カビ性能 有 有

連続使用可能温度 (℃ ) -10～ +80 -10～ +80

許容応力 (kg/Cm) 4

ベル ト総厚 (mm) 12 14
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<ベル トの性能=評価結果につぃて>

1 縦方向柔軟性評価

評価方法 :リ ング硬さ測定

結果 :SL F1201が最もリング硬さが低 く、llt方 向に柔軟な結果が得られました。

2 屈曲性評価

21小 プーリ対応

評価方法 :ラ ップジョイント品を、φlommで スコツト屈曲試験

22ナ イフエッジ対応

評価方法 :ラ ップジヨイント品を、ナイフエッジR3mmで走行試験

結果 :SL F1201の み 200時 間走行後、損傷なしの結果が得 られました。

追記  SL F1201は フインガージョイントではR2mmま で対応可能です。

(ラ ップジョイントではsL F1201で もR3mmが限界です )

ベル トリング硬 さ―縦方向正曲げ

リ
ン
グ
硬
さ
Ｕ

1400

1200

1000

800

600

400

200

0

リング高さ (cm)

―△― SL― F1201(新製品 )

+ SL‐ F1200

‐ 他社品A
+ SL― M2200(8UWEHS)
‐  SL―M2201(5UWEHS)

200万回屈曲後外観 残存強度 保持率

SL‐F1201(新製品) 問題なし 270N/mm 649%

他社品A 先端剥離 168N/mm 467%

SL― F1200 先端剥離 216N/mm 424%

結果 :SL F1201の み 200万回屈曲後、損傷なしの結果が得られました。

200時 FHD走行後外観 残存強度 保持率

SL‐ F1201(新製品) OK 188N/mm 451%

他社品A 幅 100%ク ラック 152Nノmm 422%

SL―F1200 1嘱 85%ク ラック 242N/mm 475%
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3 ジョイント強度耐熱性

評価方法 :ラ ップジョイント品を、ストログラフで測定

結果 :SL‐ F1201の ジョイント強度耐熱性は、十分に高い結果が得られました。

(SL‐ F1200は ベルト強度が高いため、ジョイント強度も高くなっています)

SL F1201は 、他社品を上回る結果が得られました。

くご使用事例>

製パンエ場 :デバンナーベルト (焼 き上げパンを掬い取るコンベヤ用ベルト)

クーリングベルト (焼 き上げパンを冷却するコンベヤ用ベルト)

スライサーベルト (パ ンをカットする装置用ベルト)

製菓工場 :ク ッキー、ビスケット、米菓の加工 搬送ライン

その他 :プラスチック部品搬送ライン

く関連特許>

特許第3425105号 一樹脂製コンベヤベルト

ラップジョイント強度―耐熱性

新製品

SL‐F1201

60

50

強  40
::   30

(N/mm)
20

10

0

70。C 80°C 90°C
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新製品紹介

高負荷対応Vリ ブドベル トの紹介

(担当 :伝動事業部 伝動技術研究所 ベル ト開発 グループ)

従来のVリ ブドベルト (当 社製品名 :リ ブエース)に比べて、ベルト幅当たりの伝動能力を約30%ア ップさせた

自動車向け補機駆動用ベルトを開発いたしました。

1 開発の背景。ねらい

近年の自動車エンジンは、車両のラグジュアリ化等にともない、補機 (エ アコン、オルタネータ等)の負荷が増

大する傾向にある一方、燃費改善を目的とした動力系の伝動効率向上、車両の小型化 軽量化や衝突安全1生確保のた

めのコンパクト化 (省 スペース)と いうニーズが急速に高まっております。これらのニーズに応えるべく、当社はベ

ルト幅 (ベ ルトリブ数)を 低減できる自動車向け補機駆動用ベルトの開発に取 り組んで参りました。新たに開発した

高強度ゴムと高強度心線を採用することにより、ベルト幅当たり(1リ ブ当たり)の伝動能力を約30%ア ップさせる

ことで、従来のベルト幅 (ベ ルトリブ数)と 同等の寿命 (耐摩耗性や耐セパレーション性など)を 有しつつ、従来品

に比べ約 2β の幅狭化を実現しました。

C02削減など環境対応が重要な社会テーマである昨今、燃費改善を目的とした自動車用エンジンの軽量化やコンパ

クト化につながる自動車向け補機駆動用ベルトです。

従来品

24 92mm

新製品

17 80mm⇒ △7 12mm

リブコム:高強度ゴムを開発 採用

特長

① ベルト駆動システムのコンパクト化を実現
例)従来 7リ ブ必要であったものを5リ ブで駆動 した場合、約 7mmの省スペース化

② ベルト駆動システムの軽量化を実現

例)各プーリを含め、500～ 1,200g/台 の軽量化 (当社試算)

心線 :高強度心線を採用
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耐熱クラック耐久結果

3 データ比較

31耐久性

高負荷仕様リブ山

数4(4PK)と 、従来

仕様 リブ山数 6(6
PK)と 同等の耐久寿

命 を示 してお りま

す。

32摩耗性

高負荷仕様リブ山数4(4
PK)と 、従来仕様リブ山数 6

(6PK)と 同等の摩耗性能を

示しております。

0高負荷仕様

o従来仕様

― 対数信 負荷仕様)

― 対類 従来仕様)

磨耗量比較

２

　

　

　

５

　

　

１

０

　
　

■
　

　

α

リ
ブ
当
た
り
磨
耗
量

ｇ

|

)

5

リブ数 PK

005

4あ とがき

2008年 11月 17日 、高負荷対応Vリ ブドベルトがトョタ自動車株式会社殿の「 トヨタiQ プロジェクト表彰 技術
の部」を受賞しました。本受賞は、当ベルトが持つ高い伝動能力とそれにより実現したベルトの幅狭化が、エンジン

全長の短縮によるコンパクト化と軽量化に寄与することを高く評価されたものです。

今後、環境対策と省エネを目指した自動車開発が進み、車両の小型化 軽量化技術が必要とされると予想される

ため、そのエンジンに搭載されるリブエースの高効率化とコンパクト化を進めて行きます。

D■ ブーリ

(常 温)   φ60mm 8ト
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TOPiCS(200711～ 200811)

2007

11月

● バ ンコランベアリ

ングの新製品 (耐寒
タイプ、抗菌 防カ

ビタイプ、耐湿熱タ

イプ、帯電防止タイ

プ)を 販売開始

●「バンドーテクノフェア2007Jを 東京 (東

京流通センター)に て開催

●樹脂コンベヤベル

ト(サ ンラインベル

ト)FMSシ リーズの

新 タイプ (難燃性 ウ

レタンコンベヤベ

ル ト)を販売開始

●生産から販売までの事業運営を一元化 し

た事業HrD制 を導入

● 当社連結子会社である株式会社近畿バン

ドー、中国バンドー株式会社および大阪
バンドーベル ト販売株式会社の3社が合

併 (合併後の社名は「西 日本バンドー株

式会社J)

●次世代歯付ベルトccptOrシリーズ「CcptOr―

VI S8Mタ イ プJを 販 売 開始
`P44を

ご参照

ください)

11月

●南米駐在員事務所を開設

IP 44を ご参月1く ださい,

２。０８
タ

12月

●「バンドーテクノ

フェア2007Jを
神戸 (当 社本社

事業所)に て開

催

●「バンドーテクニカルレ

ポートNo 12Jを 刊行

●当社連結子会社であるバ

ンドーコンピューターシ

ステム株式会社を解散

●平ベル ト駆動シス

テム「Hypcr Flat
Drivc Systcm:HFD
システムJを 販売

開始

●低温焼成銀ナノ粒子「Flow Mctal」 を販

売開始

● クリーンルームIsoク ラス4対応バンコ

ランベアリングクリーンタイプを販売開

始

●「環境フェアin KOBEJに 出展 (神戸市立

中央体育館)IP 44を ご参,1く ださtヽ

'

●樹脂コンベヤベル ト(サ ンラインベル ト)

FMSシ リーズの新 タイプ (4ヽ プーリ ナ

イフエッジ対応コンベヤベル ト)を 販売

開始

●大阪支店を移転

り

7月

ン

ク

2月

3月

4月

5月

8月
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TOPICS(200711～ 200811)

2oO&7織鮮なヽ P■明
`巫次世代歯付ベルト「ceptorシ リーズ」の第一号として、

『ccptOr vl s8Mタ イプ』を販売開始いたしました。

「ccptorシ リーズ」は、従来品よりもワンランク上の

機能 性能を兼ね備えた次世代の歯付ベルトとして、

シリーズ化を目指しております。Fccptor VI S8Mタ

イプ』は、「Ccptorシ リーズ」の中でも上位仕様であ

り、素材使用量の低減や低騒音化などの環境への配慮

だけでなく、伝動容量や同期伝動における追従性など

の性能面においても従来品に比べ大幅に向上いたしま

した。

Fccptor―Ⅵ S8Mタ イプ』は、環境や機械装置自体の

機能 性能向上に貢献できるベルトとして、様々な産

業機械にご使用いただけます。

2008.5 「環境フェアh KOBE」 に出展

2008年 5月 に神戸で開催されたG8環境大臣会合の関

連イベント「環境フェアin KOBEJに 出展いたしまし

た。2008年 5月 23日 ～26日 に神戸市立中央体育館で

開催された同フェアは、80を 超える企業 団体の最先

端の環境技術や環境への取り組みなどが紹介され、当

社では省エネVベルトや省エネコンベヤベルトなどを

紹介いたしました。

2008111南米駐在員事務所を開設

2008年 H月 1日 、南米のアルゼンチン (ブエノスアイレス)に駐

在員事務所を開設いたしました。

南米地域は、当社の米国子会社などが自動車用および産業機械用

伝動ベルトなどの販売活動を行つておりますが、昨今の同地域の

高い経済成長により、当社としても重要な地域の 1つ となってき

ております。そういった中で、グローバル連結経営の視点で同地

域への販売 物流拠点の設置を見据え、アルゼンチンに駐在員事

務所を開設し、同地域における市場調査、顧客1青報の収集などの

マーケティング活動を実施いたします。
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国内事業所
本 社 事 務 所 神戸市中央区港島南町4丁目6番6号

〒6501tn47 TEL(08)3"2923 FAX(078)30″ 9田
R&Dセ ンター 神戸FI中 央区港島南町4丁目幡 6号

〒6500047 TEL(0‐8)3“2440 FAN("8)3042455
生産技術センター 神戸市中央区港島南町4丁目6番6号

〒

“

00047 TEL(078)3∝ 2459 F蘊(073)3042446
東 京 支 店 東京都港区芝4丁目1番23号 (三田NNビル)

〒1030014 TEL(03)● 849111 さ継 (03)548■ 112

名 古 屋 支 店 名古屋市中村区名駅3'日 25番3号 (大橋ビルディング)

〒4500002 TEL(052)5● 3251 =S(02)58“ 631

大 阪 支 店 大阪市淀川区西中島0丁目1番 1号 (新大阪プライムタヮー)(大阪支店内)

南 海

和 歌 山

〒532001l TEL(06)480,1100 さ態  (06)48051112
工 場 大阪府泉南市男里5T日 20番 1号

〒5900526 TEL(072)4● 7711 =ミ (072)4路1173
工 場 詢歌山県紀の川市桃山

'I最
上1242番地5

国内関係会社
■販売 加エサービス関係会社
北海道バンドー株式会社 |し

'1市

登平区月寒中央通2r日 2番22号  〒

“

200・ 0

TEL(0118512146 F● k(011,852m2

バンドー福島販売株式会社 福島県いわき市平字愛谷呻 丁日6番地13 〒,7●8●91

TEL(0246)222696 FAX(0246)213767

東日本バンドー株式会社 東京都中央区日本構久松町11番6号 (日 本1目Бビル)〒 10)0 5
TEL(03)363q mll FAX(03)30,Ю 865

バンエ業用品株式会社 東京都中央区東日本橋2丁 日27番 1号 〒1∞ ∞04

TEL(03)3861 Zll Fヽ (03)386“ 72
浩 洋 産 業 株 式 会 社 東京都台末区柳橋2T日 19番6号 (秀和柳橋ビル)〒 1110ω 2

■ L(03)386,3● 74 =ぶ (∞)3868603
北陸バンドー販売株式会社 宮山県富山市F・l屋町3丁 目9番地 〒●鰤

“

4

π L(0764)61 2525 FAX(0764)519148
西日本バン ドー株式会社 大阪市淀川区西中島6丁日1番1号 (新 大阪プライムタワー9F'〒餌¨ol

~EL(06)480“
058 FAX(“

'480"η

6

バンドーエラストマー株式会社 神戸市兵嘩区明和迦丁日0番 [● いンに″し―プファクトリー神戸)〒 652B“

TEL07● 6,5650 FAx(m065あ 670

九州バ ン ドー株式会社 福岡市Ir区 多の沖1,日 4番2号 〒81)n34
π L(∞ 2)6222875 FAX(∞ 2)ω2● 0

■製造関係会社

福丼ベル トエ業薇式会社 福丼県婦丼市下江守町23学山花1番地7 〒91鰤37
TEL(07703031∞  FAX● 776)3“08

バ ン ドー精機株式会社 神戸市兵庫区田和通2,日 2番 15, 〒05218“
TEL(00)051%12 mX(03,6● 2601

ビーエルオートテック株式会社 神戸市■

“

区円和邁3丁目3番 17号 (バンドーグループファクトリー神戸|〒

“

冽鵬
TEL(078)6路261l F嶽  (078)0822614

バンドー ショルツ林式会ll 来

“

県加古
"市

平岡町■山学コモ池の l1648番 地 〒

“
"1∝TEL(078)94""3 FAX(07S)""640

■その他サービス関係会社
バンドー レヽーディング株式会社 神戸市中央区潜島南町1丁曰6番6号 〒6∞ЮO′

TFL(078)3042251 動X(m8)oo■22,
バ ン ドー興産株式会社 神戸市兵庫区ll和通3丁 目

`番

17号 いンドーグループファクトリ神戸)〒

“"螂TEL(υ o65卜SS FAXo781651 5974

西 兵 庫 開 発 株 式 会 社  兵

“

県共栞椰千種町薦X24番地2 〒071゛ 212

(千 草カン トリークラブ, π L("∞ )?● 3330 FAkOつ Ol a途 310

〒

“

9611l TIL07006¨ 999F感 0730眸 2152

カ,古
"1工

場 兵庫県加古川市平岡町上山字コモ池の内648
〒67●0104 TIL(078)%20232 F感 (078)9423389

神 戸 工 場 神戸市兵庫区明和通3丁曰2番 15号

〒6520883 TEL(σ 8)051るのl FAk(078)6518979
足 利 工 場 |1木 県足利市荒金町188番6号

〒32“832 TEL(●84)724121 FAk(02&)7"26
伝 動 事 業 音, 東京都港区芝4丁目1番23号 (二田NNビル)(東 京支店内)

〒1080014 TEL(0)54840137 さS(03)54340107
企画壼 8 東京都港区芝4丁目1番23号 (三田NNビル)(東京支店内)

〒10"D14 TEL(03)54斜 9137 さヽ (03)5484つ112
AMPユニッ贈業部 東京都港区a■日1番23号 (三 mNNビル)(東京支店内)

〒1000114 TEL(03)5484 9114 FAN(03)548■ 108
MPユつ階栗3 大阪市淀川区西中島6T日 1薔 1号 (新大阪プライムタヮー)(大阪支店Fl)

〒532001l TEL(06)480,1102 Fハ X(06)481,1112
伝動

…
 和歌:1県紀の川市lll山 町最_L122番地5
〒64X0611l TEL(Oη 6)061931 F取 (oお 6)601934

MMP事 業部 東京都港区芝4丁目1番23号 (三回NNビル)(東京支店内)

〒10&0014 TEL(03),鉾 9143 Fぶ(03)54粋 9110
企画壼 部 東京都港区芝4丁目1番23号 (三日NNビル)(東 京支店内)

〒108 0014 TEL10め ,349143 nⅨ  00 54諄 9110

普業部 東京都港区之4丁目1番23号 (三田NNビル)(東 京支店内)

〒1080014 TI LO"5484tJ104 Fぶωめ●849110
産業資材事業部 大阪市淀川区西中島6T日 1番 1号 (新大阪プライムタヮー)(大 l・k支店内)

〒53"01l TEL(06)480,1141 FAk(06)480,1145
企画管理部 大阪市洵 ‖区西11島6丁目1番 1号 (新大阪プライムタヮー)(大阪支L「 内)

〒532001l TEL(06)481,112 さ滋 (06)480,1145
営業部 東京都港区芝4丁目1番23号 (三田NNヒリレ)(東 京支店内)

〒1030014 TEL(03)548の 1∞ FAX(03)54840106
イヒ成品事業部 大阪市淀川区西■島6丁目1番 1号 (新大阪プライムタワー)(大阪支店内)

〒532111l TEL(06)480,1132 ]難 (06)481,1133
企画鰤  大阪市淀川区西中島6T日 1番 1号 (新大阪プライムタヮー)(大阪支店内)

〒532001l TEL(06)480,1132 FAk(06)480,1133
営獅  東京都港区芝4丁目1・7723号 (三日NNビル)(東京支店内,

〒1幡 0014 π LOめ ,斜9103 nⅨ 0054849109

海外関係会社
北米地 域
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